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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１光学積層体であって、
　第１光学接着層と、
　前記第１光学接着層の上に配置され、第１偏光状態の光を実質的に反射し、前記第１偏
光状態に対して直交する第２偏光状態の光を実質的に透過する、反射偏光層と、を含む、
第１光学積層体と、
　第２光学積層体であって、
　第２光学接着層と、
　前記第２光学接着層の上に配置され、結合材内に分散した複数のボイドを含む、低屈折
率層と、
　前記低屈折率層の上に配置されて、複数の一体個別構造を含む導光フィルムと、を含む
、第２光学積層体と、を含み、
　各一体個別構造が、前記第１光学接着層に侵入する接着部分と、前記第１光学接着層に
侵入しない導光部分と、を含み、各一体個別構造の前記接着部分が、第１の夾角を画定す
る２つの側面と、前記２つの側面をつなぐ上面と、を含み、前記上面が、前記第１の夾角
とは異なる夾角を有する頂辺を含み、各一体個別構造の前記接着部分が、侵入深さと、前
記一体個別構造の前記接着部分と前記導光部分との間の界面での侵入底面と、を画定し、
前記侵入底面は最小侵入底面寸法を有し、複数の一体個別構造が、平均侵入深さ及び平均
最小侵入底面寸法を有し、前記平均侵入深さの前記平均最小侵入底面寸法に対する比が少
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なくとも１．５であり、前記第１光学積層体と前記第２光学積層体との間の剥離強度が３
０グラム／インチ（１１．８ｇ／ｃｍ）超である、光学積層体。
【請求項２】
　前記第１光学接着層に侵入している一体個別構造がないこと以外同じ構造を有する光学
積層体に比べて、低くないか、又は５％以下だけ低い平均有効透過率を有する、請求項１
に記載の光学積層体。
【請求項３】
　前記平均侵入深さの前記平均最小侵入底面寸法に対する比が、少なくとも３である、請
求項１に記載の光学積層体。
【請求項４】
　各一体個別構造が底面及び最小底面寸法を有し、前記複数の一体個別構造が平均最小底
面寸法を有し、前記平均最小侵入底面寸法が、前記平均最小底面寸法の１０％未満である
、請求項１に記載の光学積層体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本出願は、本明細書と同日出願された特許出願、「Ｌｉｇｈｔ　Ｄｉｒｅｃｔｉｎｇ　
Ｆｉｌｍ」（代理人整理番号第６５９０３ＵＳ００２号）及び「Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｓｔａ
ｃｋ」（代理人整理番号第６６４００ＵＳ００２号）に関連し、参照により本明細書に援
用される。
【０００２】
　（発明の分野）
　本発明は、一般に、光学積層体、ライトガイド、及びそれを組み込んだディスプレイに
関する。本発明は特に、光学的特性の損失が全く又はほとんどなしに、厚さ低減と高い剥
離強度を有する光学積層体に関する。
【背景技術】
【０００３】
　例えば、液晶パネルを組み込んだディスプレイなどのフラットパネルディスプレイはし
ばしば、１枚以上の導光フィルムを組み込み、所定の視野角に沿ったディスプレイ輝度を
強化している。そのような導光フィルムは、典型的には、プリズム断面形状を有する複数
の線状微小構造を含んでいる。
【０００４】
　一部の用途では１枚のプリズムフィルムが使用され、一方、他の用途では、２枚の交差
配置されたプリズムフィルムが採用され、この場合、２枚の交差配置されたプリズムフィ
ルムはしばしば、互いに垂直に配置される。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　一般に、本発明は、光学積層体及びライトガイドに関する。一実施形態において、光学
積層体には、第１光学接着層と、その第１光学接着層の上に配置された反射偏光層と、を
含む、第１光学積層体が含まれる。反射偏光層は、第１偏光状態の光を実質的に反射し、
第１偏光状態に対して直交する第２偏光状態の光を実質的に透過する。この光学積層体は
更に、第２光学接着層と、その第２光学接着層の上に配置され、結合材内に分散した複数
のボイドを含む、低屈折率層と、低屈折率層の上に配置されて、複数の一体個別構造を含
む導光フィルムと、を含む、第２光学積層体を含む。各一体個別構造の一部分は、第１光
学接着層内に侵入している。各一体個別構造の一部分は、第１光学接着層内に侵入してい
ない。各一体個別構造は、侵入深さと、一体個別構造の侵入部分と非侵入部分との間の界
面での侵入底面と、を画定する。侵入底面は最小侵入底面寸法を有する。複数の一体個別
構造は、平均侵入深さ及び平均最小侵入底面寸法を有する。平均侵入深さの平均最小侵入
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底面寸法に対する比は、少なくとも１．５である。第１光学積層体と第２光学積層体との
間の剥離強度は、約３０グラム／インチ（１１．８ｇ／ｃｍ）である。いくつかの場合に
おいて、第１及び第２光学積層体それぞれの、２つの隣接する主面のうち、実質的な部分
が、互いに物理的に接触している。いくつかの場合において、第１及び第２光学積層体そ
れぞれの、２つの隣接する主面のうち、少なくとも５０％、又は少なくとも７０％、又は
少なくとも９０％が、互いに物理的に接触している。いくつかの場合において、この低屈
折率層の有効屈折率は、約１．３以下、又は約１．２５以下、又は約１．２以下、又は約
１．１５以下、又は約１．０５以下である。いくつかの場合において、この低屈折率層の
光学ヘイズは、約５％以下、又は約４％以下、又は約３％以下、又は約２％以下、又は約
１％以下である。いくつかの場合において、この低屈折率層の光学ヘイズは、約１０％以
上、又は約２０％以上、又は約３０％以上、又は約４０％以上、又は約５０％以上である
。いくつかの場合において、この低屈折率層は、約１マイクロメートル以上、又は約２マ
イクロメートル以上の厚さを有する。いくつかの場合において、この低屈折率層は複数の
粒子を含む。いくつかの場合において、この低屈折率層は、結合材内に分散した、相互に
連結した複数のボイドを含む。いくつかの場合において、第１光学積層体は更に、反射偏
光層の上に配置された光拡散層を含む。
【０００６】
　いくつかの場合において、この光学積層体は、第１光学接着層に侵入している一体個別
構造がないこと以外同じ構造を有する光学積層体に比べて、低くないか、又は約１０％以
下、又は約５％以下だけ低い平均有効透過率を有する。いくつかの場合において、平均侵
入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比は、少なくとも２、又は少なくとも３、又は少
なくとも４、又は少なくとも５、又は少なくとも７、又は少なくとも１０である。いくつ
かの場合において、各一体個別構造は、底面と最小底面寸法を有し、複数の一体個別構造
は平均最小底面寸法を有し、平均最小侵入底面寸法は、平均最小底面寸法の約１０％未満
、又は約８％未満、又は約６％未満、又は約５％未満、又は約４％未満、又は約３％未満
である。いくつかの場合において、照明システムには、ライトガイドと、そのライトガイ
ドの上に配置されて、接着されている光学積層体と、が含まれる。低屈折率層は、全内部
反射、及び強化された内部反射のうち、少なくとも一方によって、ライトガイド内での光
の伝搬を促進する。いくつかの場合において、ライトガイドには、全内部反射によってラ
イトガイド内で伝搬する光をライトガイドから抽出するための、複数の光抽出素子が含ま
れる。いくつかの場合において、ディスプレイシステムには、画像形成パネル、背面反射
板、及びその画像形成パネルと背面反射板との間に配置される光学積層体が含まれる。
【０００７】
　別の一実施形態において、光学積層体は、第１光学接着層と、その第１光学接着層の上
に配置され、結合材内に分散した複数のボイドを含む、低屈折率層と、低屈折率層の上に
配置されて、複数の一体個別構造を含む導光フィルムと、その導光フィルムの上に配置さ
れた第２光学接着層と、を含む。各一体個別構造の一部分は、第２光学接着層内に侵入し
ている。各一体個別構造の一部分は、第２光学接着層内に侵入していない。各一体個別構
造は、侵入深さと、一体個別構造の侵入部分と非侵入部分との間の界面での侵入底面と、
を画定する。侵入底面は最小侵入底面寸法を有する。複数の一体個別構造は、平均侵入深
さ及び平均最小侵入底面寸法を有する。平均侵入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比
は、少なくとも１．５である。導光フィルムと第２光学接着層との間の剥離強度は、約３
０グラム／インチ（１１．８ｇ／ｃｍ）超である。いくつかの場合において、この光学積
層体は、第２光学接着層に侵入している一体個別構造がないこと以外同じ構造を有する光
学積層体に比べて、低くないか、又は約１０％以下だけ低い平均有効透過率を有する。い
くつかの場合において、各一体個別構造は、底面と最小底面寸法を有し、複数の一体個別
構造は平均最小底面寸法を有し、平均最小侵入底面寸法は、平均最小底面寸法の約１０％
未満である。
【０００８】
　別の一実施形態において、ライトガイドには、ライトガイド層にわたって全内部反射に
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より光を伝搬するためのライトガイド層と、そのライトガイド層の上に配置される複数の
個別光抽出素子が含まれる。個別光抽出素子はそれぞれ、部分的にライトガイド層内に埋
め込まれ、ライトガイド層内で全内部反射によって伝搬された光を、ライトガイド層から
抽出する。いくつかの場合において、複数の個別光抽出素子内の各個別光抽出素子は、ラ
イトガイド層に埋め込まれていない部分を有する。いくつかの場合において、複数の個別
光抽出素子内の各個別光抽出素子の屈折率は、ライトガイド層の屈折率とは異なる。いく
つかの場合において、複数の個別光抽出素子内の各個別光抽出素子の屈折率は、ライトガ
イド層の屈折率に等しい。いくつかの場合において、ライトガイドには、そのライトガイ
ド層の上に配置されて、複数の個別光抽出素子を含む光学フィルムが含まれる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
　本発明は、添付の図面に関連して以下の本発明の種々の実施形態の「発明を実施するた
めの形態」を考慮したとき、より完全に理解し正しく認識され得る。
【図１】導光フィルムの側面概略図。
【図２】複合構造の側面概略図。
【図３】単位個別構造の３次元概略図。
【図４】別の単位個別構造の３次元概略図。
【図５】光学層に部分的に侵入している単位個別構造の側面概略図。
【図６】導光フィルムの３次元概略図。
【図７】別の導光フィルムの３次元概略図。
【図８Ａ】様々な構造に基づく平面概略図。
【図８Ｂ】様々な構造に基づく平面概略図。
【図８Ｃ】様々な構造に基づく平面概略図。
【図８Ｄ】様々な構造に基づく平面概略図。
【図８Ｅ】様々な構造に基づく平面概略図。
【図９】単位個別構造の３次元概略図。
【図１０】別の単位個別構造の３次元概略図。
【図１１】別の単位個別構造の３次元概略図。
【図１２】更に別の単位個別構造の３次元概略図。
【図１３】更に別の単位個別構造の３次元概略図。
【図１４】更に別の単位個別構造の３次元概略図。
【図１５】導光フィルムの側面概略図。
【図１６】別の導光フィルムの側面概略図。
【図１７】別の導光フィルムの側面概略図。
【図１８】更に別の導光フィルムの側面概略図。
【図１９】ディスプレイシステムの側面概略図。
【図２０】光学スタックの側面概略図。
【図２１】導光フィルムの３次元概略図。
【図２２】ディスプレイシステムの側面概略図。
【図２３】導光フィルムの側面概略図。
【図２４】別の導光フィルムの側面概略図。
【図２５】単位個別構造の３次元概略図。
【図２６】別の単位個別構造の３次元概略図。
【図２７】別の単位個別構造の３次元概略図。
【図２８】更に別の単位個別構造の３次元概略図。
【図２９】光学積層体の側面概略図。
【図３０】別の光学積層体の側面概略図。
【図３１】ディスプレイシステムの側面概略図。
【図３２】別のディスプレイシステムの側面概略図。
【図３３】導光フィルムの側面概略図。
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【図３４】光学積層体の側面概略図。
【図３５】単位個別構造の３次元概略図。
【図３６】別の単位個別構造の３次元概略図。
【図３７】光学システムの側面概略図。
【図３８】切削ツールの３次元概略図。
【図３９】導光フィルムの側面概略図。
【図４０】微小構造の側面概略図。
【図４１】導光フィルムの側面概略図。
【図４２】反射偏光子の側面概略図。
【図４３】導光フィルムの側面概略図。
【図４４】別の導光フィルムの側面概略図。
【図４５】切削ツールの代表的なＳＥＭ画像。
【図４６】光学層に部分的に侵入している単位個別構造の代表的なＳＥＭ画像。
【図４７】剥離強度の関数としての平均有効透過率のプロット。
【図４８】ディスプレイシステムの側面概略図。
【図４９】光学スタックの側面概略図。
【図５０】ディスプレイシステムの側面概略図。
【図５１】別のディスプレイシステムの側面概略図。
【図５２】ライトガイドの側面概略図。
【００１０】
　本明細書においては、複数の図面で用いられる同じ参照符号は、同じ又は同様の性質及
び機能を有する同じ又は同様の要素を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明は全般に、導光フィルムと、そのような導光フィルムを組み混んだディスプレイ
と、に関する。本発明は特に、光を導き及び／又は再利用するための複数の単位個別構造
を有する導光フィルムに関する。導光フィルムは、光学接着層を介して、光学フィルム又
はガラスの主面などの表面に接着することができ、単位個別構造は、光学的特性（例えば
、オプティカルゲイン又は有効光透過率）を全く又はほとんど損失することなく部分的に
光学接着層に侵入している。
【００１２】
　図１は、構造化された第１主面１１０及び相対する第２主面１２０を含む導光フィルム
１００の側面概略図である。構造化された第１主面１１０には、複数の単位個別構造１５
０が含まれる。各単位個別構造１５０は、上部分又は結合部分１７０と、下部分又は導光
部分１６０と、を含む。本明細書で使用されるとき、「単位構造」とは、構造の別の部分
又はセグメントとの間で、内部又は内側に物理的又は検出可能な界面を持たない１つのユ
ニットである構造を指す。換言すれば、単位構造には、その構造の内側に、明確な界面、
勾配界面、又は分配界面など、いかなる界面も含まれない。いくつかの場合において、単
位構造は同じ材料組成物からなり、すなわち、その構造内の異なる場所又は部分が同じ材
料組成物を有し、同じ屈折率を有することを意味する。いくつかの場合において、単位構
造は不均一な材料組成物又は屈折率分布を有し得る。例えば、いくつかの場合において、
単位構造は、その単位構造の例えば、厚さ方向に沿って屈折率の勾配分布を有し得る。
【００１３】
　例えば、各単位個別構造１５０には、上部分１７０と下部分１６０が含まれ、この上部
分と下部分との間に物理的又は検出可能な界面を有さない１つのユニットを形成している
。別の一例として、図２は複合構造２００の側面概略図であり、これには下部分２２０の
上に配置された上部分２１０が含まれるが、物理的界面２３０によって上部分は下部分か
ら分離されている。ゆえに、代表的な複合構造２００には、この複合構造の２つの異なる
部分を物理的に分離する内部的及び物理的な界面が含まれる。いくつかの場合において、
部分２１０と２２０は同じ材料組成物を有し得る。そのような場合、界面２３０がこの２
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つの部分の間に検出される場合は、構造２００は依然として不均一であると見なされる。
単位構造は典型的に、１回の工程で作製又は製造される。すなわち、単位構造の製造プロ
セスは、複数回又は分離した工程に妥当に分けることはできない。しかしながらいくつか
の場合において、単位構造は２つ以上の工程で作製又は製造することができる。不均一又
は複合構造は典型的に、複数の工程で作製される。例えば、複合構造２００は、最初に下
部分２２０を作製し、次にその下部分の上に上部分２１０を形成することによって作製さ
れる。
【００１４】
　図１に戻って参照し、単位個別構造１５０は、用途に望ましくなり得るように、例えば
任意の規則的又は不規則的形状など、任意の形状を有し得る。例えば、いくつかの場合に
おいて、単位個別構造１５０は、四面体、プリズム若しくはピラミッドのような３次元の
直線体、又はそのような立体の一部分、又は例えば錘台などそのような立体の組み合わせ
であってもよく、又はそれらを含んでもよい。いくつかの場合において、単位個別構造１
５０は、球体、非球面、楕円体、回転楕円体、放物面、円錐、又は円筒のセグメントのよ
うな３次元の曲線体であってもよく、又はそれらを含んでもよい。いくつかの場合におい
て、単位個別構造１５０の少なくとも一部はプリズム性プロファイルを有する。
【００１５】
　単位構造１５０は個別であり、すなわち、各単位構造は個々に、基材１３０の上に配置
された他の類似の単位構造と別個のものとして識別することができる。各単位個別構造１
５０には、光を導くよう主に設計された導光部分１６０が含まれる。導光部分１６０はま
た、他の機能を実行するよう設計することもできるが、この導光部分の主な機能は、例え
ば、光を屈折又は反射（例えば完全に内部的に反射）させることによって光を導くことで
ある。
【００１６】
　一般に、導光部分１６０は、用途に望ましくなり得るように、例えば任意の規則的又は
不規則的形状など、任意の形状を有し得る。例えば、いくつかの場合において、導光部分
１６０は、四面体、プリズム若しくはピラミッドのような３次元の直線体、又はそのよう
な立体の一部分、又は例えば錘台などそのような立体の組み合わせであってもよく、又は
それらを含んでもよい。いくつかの場合において、導光部分１６０は、球体、非球面、楕
円体、回転楕円体、放物面、円錐、又は円筒のセグメントのような３次元の曲線体であっ
てもよく、又はそれらを含んでもよい。いくつかの場合において、導光部分１６０は、回
転対称の弾丸形状構造を有し得る。
【００１７】
　導光部分１６０には複数の第１側面１６２が含まれる。例えば、代表的な導光フィルム
１００において、導光部分１６０Ａには、第１側面１６２Ａと、相対する第１側面１６２
Ｂと、が含まれる。一般に、導光部分１６０は２つ以上の側面を有し得る。例えば、図３
は、線形であり、ｙ軸又はｙ方向に沿って延在する単位個別構造３００の３次元概略図で
ある。単位個別構造３００には、相対する側面３６２Ａ及び３６２Ｂを有する導光部分３
６０が含まれる。いくつかの場合において、単位個別構造３００は、平面内（ｘｙ平面）
のＳ字バリエーションを有し得る。別の一例として、図４は単位個別構造４００の３次元
概略図であり、これには、２つの相対する第１側面４６２Ａ及び４６２Ｃ、並びに２つの
相対する第１側面４６２Ｂ及び４６２Ｄを含む、４つの側面を含む導光部分４６０が含ま
れる。
【００１８】
　本明細書で開示される単位個別構造の導光部分は、例えば、屈折又は反射によって、光
を導くよう主に設計されている。例えば、図５は単位個別構造５００の側面概略図であり
、これには上部分又は接着部分５７０と、下部分又は導光部分５６０と、が含まれ、この
下部分又は導光部分には、第１側面５６２Ａ及び５６２Ｂが含まれ、光を導くよう主に設
計されている。例えば、導光部分５６０は、最初に側面５６２Ｂで光線５４０を完全に内
部的に反射させて光線５４１とし、次に側面５６２Ａで光線５４１を完全に内部的に反射
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させて光線５４２とすることによって、光線５４０を光線５４２として導く。別の一例と
して、導光部分５６０は、側面５６２Ａで光線５４５を屈折させることにより、光線５４
５を光線５４６として導く。
【００１９】
　図１に戻って参照し、導光フィルム１００の単位個別構造１５０の各導光部分１６０は
、導光部分の最大の横断面である底面を有し、これは導光フィルムの平面に対して平行で
あり、導光部分の側面によって画定されている。例えば、導光部分１６０は、導光部分の
最大の横断面である底面１６４を有し、これは導光フィルムの平面１０５に対して平行方
向であり、側面１６２Ｃ及び１６２Ｄによって画定されている。代表的な導光フィルム１
００は、ｘｙ平面にある導光フィルムの平面１０５を画定する。
【００２０】
　別の一例として、図６は、構造化された第１主面６１０及び相対する第２主面６２０を
含む導光フィルム６００の３次元概略図である。導光フィルム６００は、導光フィルムの
平面である平面６０５を画定し、代表的な導光フィルム６００で、平面６０５はｘｙ平面
に対して平行である。一般に、導光フィルム６００は、構造化されている主面６１０を有
しているものの、平面６０５を全体的に画定することができる。構造化された主面６１０
には、複数の単位個別構造６５０が含まれ、少なくとも一部の構造６５０には、導光部分
６６０と、その導光部分上に配置される接着部分６７０と、が含まれる。各導光部分６６
０はｙ方向に沿って延在する線状構造であり、同じようにｙ軸又は方向に沿って延在する
画定可能な２つの側面を含む。各導光部分６６０は導光部分の最大の横断面である底面を
有し、これは平面６０５に対して平行方向であり、画定又は特定可能な導光部分の側面全
てによって画定されている。例えば、導光部分６６０Ａには、底面のエッジ６１３Ａを画
定する側面６１２Ａによって一方の側が画定され、底面のエッジ６１３Ｂを画定する側面
６１２Ｂによってもう一方の側が画定されている矩形底面６６１Ａが含まれ、導光部分６
６０Ｂには、底面のエッジ６２３Ａを画定する側面６２２Ａによって一方の側が画定され
、底面のエッジ６２３Ｂを画定する側面６２２Ｂによってもう一方の側が画定されている
矩形底面６６１Ｂが含まれ、導光部分６６０Ｃには、底面のエッジ６２３Ｂを画定する側
面６３２Ａによって一方の側が画定され、底面のエッジ６３３Ｂを画定する側面６３２Ｂ
によってもう一方の側が画定されている矩形底面６６１Ｃが含まれ、並びに導光部分６６
０Ｄには、底面のエッジ６４３Ａを画定する側面６４２Ａによって一方の側が画定され、
底面のエッジ６４３Ｂを画定する側面６４２Ｂによってもう一方の側が画定されている矩
形底面６６１Ｄが含まれる。
【００２１】
　別の一例として、図７は導光フィルム７００の３次元概略図であり、これには、底面７
２０Ａを有する導光部分７１０Ａ、底面７２０Ｂを有する導光部分７１０Ｂ、及び底面７
２０Ｃを有する導光部分７１０Ｃが含まれる。
【００２２】
　図１に戻って参照し、底面１６４には、最小寸法ｄ１が含まれ、これは代表的な導光フ
ィルム１００において、ｘ方向に沿っている。例えば、図６を参照し、導光部分６６０Ｄ
の底面６６１Ｄは、ｘ方向に沿った最小寸法６７１Ｄを有する。別の一例として、図４を
参照し、導光部分４６０は、ｙ方向に沿った最小寸法４７１を含む、ｘｙ平面内の底面４
７０を有する。更に別の一例において、図７を参照し、底面７２０Ａはｘ方向に沿った最
小寸法７３０Ａを有し、底面７２０Ｂはｘ方向に沿った最小寸法７３０Ｂを有し、並びに
底面７２０Ｃはｘ軸方向に沿った最小寸法７３０Ｃを有する。
【００２３】
　一般に、導光部分の底面の最小寸法は、用途に望ましくなり得るように、任意の値又は
寸法にすることができる。例えば、いくつかの場合において、最小寸法ｄ１は、約５００
マイクロメートル未満、又は約４００マイクロメートル未満、又は約３５０マイクロメー
トル未満、又は約３００マイクロメートル未満、又は約２５０マイクロメートル未満、又
は約２００マイクロメートル未満、又は約１５０マイクロメートル未満、又は約１００マ
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イクロメートル未満、又は約９０マイクロメートル未満、又は約８０マイクロメートル未
満、又は約７０マイクロメートル未満、又は約６０マイクロメートル未満、又は約５０マ
イクロメートル未満、又は約４０マイクロメートル未満、又は約３０マイクロメートル未
満、又は約２０マイクロメートル未満であり得る。
【００２４】
　一般に、導光部分の底面は、用途に望ましくなり得るように、例えば任意の規則的又は
不規則的形状など、任意の形状と、任意の大きさの最小寸法を有し得る。例えば、図８Ａ
はｙ方向に沿って延在し最小寸法８１０Ｂを有する線形底面８１０Ａの平面概略図であり
、図８Ｂはｙ方向に沿って延在し最小寸法８２０Ｂを有する線形底面８２０Ａの平面概略
図であり、図８Ｃは最小寸法８３０Ｂを有する底面８３０Ａの平面概略図であり、図８Ｄ
は最小寸法８４０Ｂを有する六角形底面８４０Ａの平面概略図であり、図８Ｅはｙ方向に
沿って延在し最小寸法８５０Ｂを有する線形底面８５０Ａの平面概略図である。一般に、
導光部分の底面は線形であり、これは、その底面の線形方向に沿った底面の寸法（例えば
、平均寸法）が、それに対する直交方向に沿った底面の寸法（例えば、平均寸法）に比べ
て実質的に大きいことを意味する。例えばそのような場合、線形方向に沿った底面の平均
寸法の、その直交方向に沿った底面の平均寸法に対する比は、少なくとも約１０、又は少
なくとも約５０、又は少なくとも約１００、又は少なくとも約５００、又は少なくとも約
１０００である。いくつかの場合において、例えば、線形方向に沿った底面の平均寸法の
、その直交方向に沿った底面の平均寸法に対する比が、少なくとも約１０，０００である
とき、その底面と、その底面に関係する導光部分及び単位個別構造は、その線形方向に沿
って無限又は無制限の範囲又は寸法を有すると見なすことができ、その直交方向に沿って
有限又は限定的な範囲又は寸法を有すると見なすことができる。いくつかの場合において
、導光部分の底面は、例えば多角形などの直線体の形状であり得る。いくつかの場合にお
いて、この多角形は、矩形などの不規則多角形であってよく、又は例えば、正三角形、正
方形、正六角形、若しくは正八角形などの正多角形であってもよい。いくつかの場合にお
いて、この底面は不等辺四辺形、台形、平行四辺形、菱形、三角形であってもよい。いく
つかの場合において、この底面は例えば、円、楕円、放物線などの曲線形状であってもよ
い。
【００２５】
　図１に戻って参照し、導光部分１６０は最大高さｈ１を有し、これは、底面１６４又は
平面１０５に対して垂直方向の、底面１６４と接着部分１７０との間の最大寸法又は距離
である。例えば図４を参照し、導光部分４６０はｚ方向に沿った最大高さ４７２を有し、
これは、底面４７０と接着部分４８０との間のｚ軸に沿った最大距離である。別の一例と
して、図７を参照し、導光部分７１０Ａはｚ方向に沿った最大高さ７４０Ａを有し、導光
部分７１０Ｂはｚ方向に沿った最大高さ７４０Ｂを有し、並びに導光部分７１０Ｃはｚ方
向に沿った最大高さ７４０Ｃを有する。一般に、本明細書で開示される導光部分の高さは
、１つ以上の方向に沿って変わることがある。例えば図９は、ｙ方向に延在する線形の単
位個別構造９００の３次元概略図であり、これには導光部分９６０と、その導光部分の上
に配置された接着部分９７０と、が含まれる。導光部分９６０は、ｘｙ平面内にあってｙ
方向に沿って延在する底面９４０と、底面９４０と接着部分９７０との間のｚ方向に沿っ
た距離である高さ９５０と、を有する。高さ９５０はｙ方向に沿って変化する。導光部分
９６０は、底面９４０と接着部分９７０との間のｚ方向に沿った最大距離である最大高さ
９５１と、底面９４０と接着部分９７０との間のｚ方向に沿った最小距離である最小高さ
９５２と、を有する。
【００２６】
　いくつかの場合において、導光部分の各第１側面が、導光フィルムの平面に対して、あ
る角度をなし、この角度は約３０度～約６０度の範囲である。例えば、導光フィルム１０
０において、側面１６２Ｃは導光フィルムの平面１０５に対して角度α１をなし、側面１
６２Ｄは導光フィルムの平面１０５に対して角度α２をなし、各α１とα２は、約３０度
～約６０度の範囲である。別の一例として、図７を参照し、導光部分７１０Ｂには４つの
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側面が含まれ、底面７２０Ｂと角度β１、β２、β３及びβ４をなし、４つの角度β１～
β４はそれぞれ、約３０度～約６０度の範囲である。いくつかの場合において、導光部分
の各第１側面が、導光フィルムの平面に対して、ある角度をなし、この角度は約３５度～
約５５度、又は約４０度～約５０度、又は約４１度～約４９度、又は約４２度～約４８度
、又は約４３度～約４７度、又は約４４度～約４６度の範囲である。いくつかの場合にお
いて、導光部分の各第１側面が、導光フィルムの平面に対して約４５度の角度をなす。例
えば、いくつかの場合において、角度α１及びα２はそれぞれ、約４５度であり得る。
【００２７】
　図１に戻って参照し、単位個別構造１５０には、導光フィルムを表面に接着するよう主
に設計された接着部分１７０が含まれる。いくつかの場合において、接着部分１７０は、
他の機能を実行すること、又は他の機能を実行するよう設計することができるが、この導
光部分の主な機能は、例えば、接着層を介して隣接する表面に導光フィルムを接着するこ
とである。接着部分１７０は、導光部分１６０の上に配置される。接着部分１７０はまた
、側面１６２の上及びそれらの間に配置される。例えば、接着部分１７０Ａは、側面１６
２Ｃと１６２Ｄの上及びそれらの間に配置される。
【００２８】
　一般に、接着部分１７０は、用途に望ましくなり得るように、例えば、任意の規則的又
は不規則的形状など、任意の形状を有し得る。例えばいくつかの場合において、接着部分
１７０は、四面体、プリズム若しくはピラミッドのような３次元の直線体、又はそのよう
な立体の一部分、又は例えば錘台などそのような立体の組み合わせであってもよく、又は
それを含んでもよい。いくつかの場合において、接着部分１７０は、球体、非球面、楕円
体、回転楕円体、放物面、円錐、又は円筒のセグメントのような３次元の曲線体であって
もよく、又はそれを含んでもよい。
【００２９】
　接着部分１７０には、複数の側面１７２が含まれる。例えば、代表的な導光フィルム１
００において、接着部分１７０Ａには、側面１７２Ａと、相対する側面１７２Ｂと、が含
まれる。一般に、接着部分１７０は２つ以上の側面を有し得る。例えば、図３を参照して
、単位個別構造３００には、相対する側面３７２Ａと３７２Ｂとを含む接着部分３７０が
含まれる。別の一例として、図４を参照して、単位個別構造４００には、２つの相対する
側面４７２Ａと４７２Ｃ、及び２つの相対する側面４７２Ｂと４７２Ｄの、４つの側面を
含む接着部分４８０が含まれる。
【００３０】
　本明細書で開示される単位個別構造の接着部分は、隣接する表面に導光部分を接着する
よう主に設計されている。例えば、図５を参照し、単位個別構造５００には、側面５７２
Ａ及び５７２Ｂを含む接着部分５７０が含まれ、光学接着層５８０を介して隣接する表面
５９５に対し導光部分５６０を接着又は取り付けている。接着部分５７０の主な機能は、
単位個別構造５００又は導光部分５６０を表面５９５に接着することである。場合又は用
途によっては、接着部分５７０は光を導くこともできる。例えば、接着部分５７０は、光
線５５０を光線５５１として導くことができるが、そのような導光機能は、接着部分の主
な機能ではない。むしろ、この導光機能は、接着部分の二次的機能である。
【００３１】
　本明細書で開示される単位個別構造の接着部分及び導光部分は、複数の側面を有する。
一般に、本明細書で開示される側面は、用途に望ましくなり得るように、例えば任意の規
則的又は不規則的形状など、任意の形状を有し得る。例えば、いくつかの場合において、
側面は平面部分であってよく、又は平面部分を含んでもよい。例えば、図４を参照して、
導光部分４６０の側面４６２Ａ～４６２Ｄと、接着部分４８０の側面４７２Ａ～４７２Ｄ
は、平面である。いくつかの場合において、側面は区分された平面であってもよい。例え
ば図１０は、単位個別構造１０００の３次元概略図であり、これには導光部分１０６０と
、その導光部分の上に配置された接着部分１０７０と、が含まれる。導光部分と接着部分
はそれぞれ、区分された平面の側面を有する。具体的には、導光部分１０６０には平面部
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分１０６２Ａ及び１０６２Ｂを含む区分された平面側面１０６２が含まれ、接着部分１０
７０には平面部分１０７２Ａ及び１０７２Ｂを含む区分された側面１０７２が含まれる。
【００３２】
　いくつかの場合において、側面は曲面部分であってよく、又は曲面部分を含んでもよい
。例えば図１１は、単位個別構造１１００の３次元概略図であり、これには導光部分１１
６０と、その導光部分の上に配置された接着部分１１７０と、が含まれる。導光部分と接
着部分はそれぞれ、曲面の側面を有する。具体的には、導光部分１１６０には曲面側面１
１６２Ａ及び１１６２Ｂが含まれ、接着部分１１７０には曲面側面１１７２Ａ及び１１７
２Ｂが含まれる。
【００３３】
　いくつかの場合において、側面は区分された曲面であってもよい。例えば図１２は、単
位個別構造１２００の３次元概略図であり、これには導光部分１２６０と、その導光部分
の上に配置された接着部分１２７０と、が含まれる。導光部分と接着部分はそれぞれ、区
分された曲面の側面を有する。具体的には、導光部分１２６０には平面部分１２６２Ａ及
び１２６２Ｂを含む区分された平面側面１２６２が含まれ、接着部分１２７０には平面部
分１２７２Ａ及び１２７２Ｂを含む区分された側面１２７２が含まれる。いくつかの場合
において、単位個別構造の一側面が平面、又は区分された平面であり得、その単位個別構
造のもう一方の側面が曲面、又は区分された曲面であり得る。
【００３４】
　図１に戻って参照し、導光フィルム１００の単位個別構造１５０の各導光部分１７０は
、接着部分の最大の横断面である底面を有し、これは導光フィルムの平面に対して平行で
あり、接着部分の側面によって画定されている。底面１７４は、側面１７２によって画定
されている。例えば、接着部分１７０は、接着部分の最大の横断面である底面１７４を有
し、これは導光フィルムの平面１０５に対して平行であり、接着部分の側面１７２Ａ及び
１７２Ｂによって画定されている。別の一例として、図４を参照し、接着部分４８０は、
ｘｙ平面に対して平行方向の、接着部分の最大の横断面である底面４８２を有する。底面
４８２は、導光部分の、画定することが可能な側面全てによって画定されている。代表的
な単位個別構造４００において、底面４８２は矩形であり、側面４７２Ａ～４７２Ｄによ
って画定されている。
【００３５】
　別の一例として、図７を参照し、導光フィルム７００には、底面７６０Ａを有する接着
部分７５０Ａと、底面７６０Ｂを有する接着部分７５０Ｂと、底面７６０Ｃを有する接着
部分７５０Ｃと、が含まれる。別の一例として、図１３は、線形であり、ｙ方向に沿って
延在する単位個別構造１３００の３次元概略図である。この単位個別構造には、ｘｙ平面
内にある底面１３１５を有する導光部分１３１０と、ｘｙ平面に対して平行方向の、接着
部分の最大の横断面である底面１３３０を有する接着部分１３２０と、が含まれ、この底
面のエッジ１３３１を画定する側面１３２１と、この底面のエッジ１３３２を画定する側
面１３２２と、によって、画定されている。
【００３６】
　図１に戻って参照し、底面１７４には、最小寸法ｄ２が含まれ、これは代表的な導光フ
ィルム１００において、ｘ方向に沿っている。例えば図４を参照し、底面４８２は、ｙ方
向に沿った最小寸法４７４を有する。更に別の一例において、図７を参照し、底面７６０
Ａはｘ方向に沿った最小寸法７７０Ａを有し、底面７６０Ｂはｘ方向に沿った最小寸法７
７０Ｂを有し、並びに底面７６０Ｃはｘ軸方向に沿った最小寸法７７０Ｃを有する。
【００３７】
　一般に、接着部分の底面は、用途に望ましくなり得るように、例えば任意の規則的又は
不規則的形状など、任意の形状と、任意の大きさの最小寸法を有し得る。例えば、図８Ａ
の線形底面８１０は、ｙ方向に沿って延在して最小寸法８１０Ｂを有する接着部分の底面
であってよく、図８Ｂの線形底面８２０Ａは、ｙ方向に沿って延在して最小寸法８２０Ｂ
を有する接着部分の底面であってよく、図８Ｃの底面８３０Ａは、最小寸法８３０Ｂを有
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する接着部分の底面であってよく、図８Ｄの底面８４０Ａは、最小寸法８４０Ｂを有する
接着部分の底面であってよく、並びに図８Ｅの線形底面８５０Ａは、ｙ方向に沿って延在
して最小寸法８５０Ｂを有する接着部分の底面であってよい。一般に、接着部分の底面は
線形であり、これは、その底面の線形方向に沿った底面の寸法（例えば、平均寸法）が、
それに対する直交方向に沿った底面の寸法（例えば、平均寸法）に比べて実質的に大きい
ことを意味する。例えばそのような場合、線形方向に沿った底面の平均寸法の、その直交
方向に沿った底面の平均寸法に対する比は、少なくとも約１０、又は少なくとも約５０、
又は少なくとも約１００、又は少なくとも約５００、又は少なくとも約１０００である。
いくつかの場合において、例えば線形方向に沿った底面の平均寸法の、その直交方向に沿
った底面の平均寸法に対する比が、少なくとも約１０，０００であるとき、その底面と、
その底面に関係する接着部分及び単位個別構造は、その線形方向に沿って無限又は無制限
の範囲又は寸法を有すると見なすことができ、並びにその直交方向に沿って有限又は限定
的な範囲又は寸法を有すると見なすことができる。いくつかの場合において、接着部分の
底面は、例えば多角形などの直線体の形状であり得る。いくつかの場合において、この多
角形は、矩形などの不規則多角形であってよく、又は例えば、正三角形、正方形、正六角
形、若しくは正八角形などの正多角形であってもよい。いくつかの場合において、この底
面は不等辺四辺形、台形、平行四辺形、菱形、三角形であってもよい。いくつかの場合に
おいて、この底面は例えば、円、楕円、放物線などの曲線形状であってもよい。
【００３８】
　図１に戻って参照し、接着部分１７０は最大高さｈ２を有し、これは、底面１７４又は
導光フィルムの平面１０５に対して垂直方向の、底面１７４と接着部分上面との間の最大
寸法又は距離である。例えば図４を参照し、接着部分４８０はｚ方向に沿った最大高さ４
７６を有し、これは、底面４８２と接着部分４９０の上面との間の最大距離である。別の
一例として、例えば図７を参照し、接着部分７５０Ａはｚ方向に沿った最大高さ７８０Ａ
を有し、接着部分７５０Ｂはｚ方向に沿った最大高さ７８０Ｂを有し、並びに接着部分７
５０Ｃはｚ方向に沿った最大高さ７８０Ｃを有する。一般に、本明細書で開示される接着
部分の高さは、１つ以上の方向に沿って変わることがある。例えば図１４は、ｙ方向に延
在する線形の単位個別構造１４００の３次元概略図であり、これには導光部分１４６０と
、その導光部分の上に配置された接着部分１４７０と、が含まれる。接着部分１４７０は
、ｘｙ平面内にあってｙ方向に沿って延在する底面１４７５と、底面１４７５と接着部分
の上面との間のｚ方向に沿った距離である高さ１４８０と、を有する。高さ１４８０はｙ
方向に沿って変化する。接着部分１４７０は、底面１４７５と接着部分の上面との間のｚ
方向に沿った最大距離である最大高さ１４８２と、底面１４７５と接着部分の上面との間
のｚ方向に沿った最小距離である最小高さ１４８４と、を有する。導光部分１４６０は、
ｘｙ平面内にある底面１４４０と、導光部分の底面１４４０と接着部分の底面１４７５と
の間の、ｚ方向に沿った距離である一定高さ１４４５と、を有する。
【００３９】
　一般に、本開示の線形単位個別構造の高さは、単位個別構造の長さに沿って一定のまま
であってよく、又は変化してもよい。例えば、単位個別構造１４００の高さは、構造の線
形範囲に沿って変化している。別の一例として、図１３の単位個別構造１３００は、構造
の線形範囲に沿って一定である。
【００４０】
　いくつかの場合において、接着部分の各側面が、導光フィルムの平面に対して約６０度
を超える角度をなす。例えば、単位個別構造３００において、側面３７２Ａはｘｙ平面に
対して角度α３をなし、側面３７２Ｂはｘｙ平面に対して角度α４をなし、α３とα４は
それぞれ約６０度を超える。別の一例として、図１０を参照して、接着部分１０７０は、
ｘｙ平面、又は単位個別構造１０００に関する導光フィルムの平面に対して、角度γ１、
γ２、γ３及びγ４をなしている４つの側面を含み、４つの角度γ１～γ４はそれぞれ、
約６０度を超え得る。いくつかの場合において、接着部分の各側面が、導光フィルムの平
面に対して、約６５度超、又は約７０度超、又は約７５度超、又は約８０度超、又は約８
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５度超の角度をなす。
【００４１】
　いくつかの場合において、本明細書で開示される導光フィルムの各単位個別構造は、複
数の側面を含み、導光フィルム平面に対して約３５度～約５５度、又は約４０度～約５０
度、又は約４１度～約４９度、又は約４２度～約４８度、又は約４３度～約４７度、又は
約４４度～約４６度の範囲の角度をなす側面が、単位個別構造の導光部分を形成又は画定
し、並びに導光フィルム平面に対して約６０度超、又は約６５度超、又は約７０度超、又
は約７５度超、又は約８０度超、又は約８５度超の角度をなす側面が、単位個別構造の接
着部分を形成又は画定する。
【００４２】
　いくつかの場合において、単位個別構造の接着部分の底面の最小寸法は、単位個別構造
の導光部分の低迷の最小寸法よりも実質的に小さい。例えば図１を参照し、いくつかの場
合において、最小寸法ｄ２は、最小寸法ｄ１よりも実質的に小さい。例えばそのような場
合、最小寸法ｄ２は、最小寸法ｄ１の約２０％未満、又は約１８％未満、又は約１６％未
満、又は約１４％未満、又は約１２％未満、又は約１０％未満、又は約９％未満、又は約
８％未満、又は約７％未満、又は約６％未満、又は約５％未満、又は約４％未満、又は約
３％未満、又は約２％未満、又は約１％未満である。
【００４３】
　いくつかの場合において、接着部分１７０は１より大きい縦横比を有する。例えば、い
くつかの場合において、接着部分１７０の最大高さｈ２の、第２最小寸法ｄ２に対する比
は、１より大きい。例えばそのような場合、比ｈ２／ｄ２は、少なくとも約１．２、又は
少なくとも約１．４、又は少なくとも約１．５、又は少なくとも約１．６、又は少なくと
も約１．８、又は少なくとも約２、又は少なくとも約２．５、又は少なくとも約３、又は
少なくとも約３．５、又は少なくとも約４、又は少なくとも約４．５、又は少なくとも約
５、又は少なくとも約５．５、又は少なくとも約６、又は少なくとも約６．５、又は少な
くとも約７、又は少なくとも約８、又は少なくとも約９、又は少なくとも約１０、又は少
なくとも約１５、又は少なくとも約２０である。
【００４４】
　図１５は、導光フィルム１５００の側面概略図であり、これには基材１５０５の上に配
置された複数の単位個別構造（例えば、単位個別構造１５１０及び１５２０）が含まれ、
基材は単位構造のための支持を提供する。単位個別構造１５１０には、基材１５１５を有
する導光部分１５１２の上に配置された接着部分１５１４が含まれ、単位個別構造１５２
０には、基材１５２５を有する導光部分１５２２の上に配置された接着部分１５２４が含
まれる。いくつかの場合において、図１５に示されている代表的な導光フィルムのように
、単位個別構造のうち少なくともいくつかに、導光部分の底面と、単位個別構造を支持す
る基材との間に配置されたランディング部分が含まれる。いくつかの場合において、この
ランディング部分の主な機能には、高効率で光を透過することと、導光部分及び接着部分
に支持を提供することと、単位個別構造と基材との間に十分な接着を提供することと、が
挙げられ得る。例えば、単位個別構造１５１０には、底面１５１５と基材１５０５との間
に配置されたランディング部分１５１６が含まれ、単位個別構造１５２０には、底面１５
２５と基材１５０５との間に配置されたランディング部分１５２６が含まれる。
【００４５】
　一般に、導光フィルムの単位個別構造は、ランディング部分を有していてもよく、また
有していなくともよい。いくつかの場合において、図１５に概略が示されている導光フィ
ルム１５００の場合のように、単位個別構造はランディング部分を有している。いくつか
の場合において、単位個別構造はランディング部分を有さない。例えば図１６は、導光フ
ィルム１６００の側面概略図であり、これは導光フィルム１５００と類似であるが、単位
個別構造がランディング部分を有していない点が異なる。特に、導光部分１５１２の底面
１５１５は、基材１５０５の上面１５０６と一致しているか、又は実質的に一致しており
、並びに導光部分１５２２の底面１５２５は、基材１５０５の上面１５０６と一致してい



(13) JP 5824033 B2 2015.11.25

10

20

30

40

50

るか、又は実質的に一致している。いくつかの場合において、導光フィルムのいくつかの
単位個別構造がランディング部分を有し、同じ導光フィルムのいくつかの単位個別構造が
ランディング部分を有していない。例えば、図１７は、導光フィルム１７００の側面概略
図であり、これには基材１７０５の上面１７０６の上に配置された複数の単位個別構造（
例えば、単位個別構造１７１０、１７２０、１７３０及び１７４０）が含まれる。単位個
別構造１７１０には、底面１７１５を有する導光部分１７１２と、その導光部分の上に配
置された接着部分１７１４と、導光部分の底面１７１５と基材の上面１７０６との間に配
置されたランディング部分１７１６と、が含まれる。単位個別構造１７２０には、底面１
７２５を有する導光部分１７２２と、その導光部分の上に配置された接着部分１７２４と
、導光部分の底面１７２５と基材の上面１７０６との間に配置されたランディング部分１
７２６と、が含まれる。単位個別構造１７３０には、底面１７３５を有する導光部分１７
３２と、その導光部分の上に配置された接着部分１７３４と、導光部分の底面１７３５と
基材の上面１７０６との間に配置されたランディング部分１７３６と、が含まれる。単位
個別構造１７４０には、基材１７０５の上面１７０６と一致又は実質的に一致する底面１
７４５を有する導光部分１７４２と、その導光部分の上に配置された接着部分１７４４と
、が含まれる。単位個別構造１７１０、１７２０及び１７３０にはランディング部分が含
まれ、単位個別構造１７４０にはランディング部分が含まれない。
【００４６】
　いくつかの場合において、導光フィルム内の複数の単位個別構造のうち少なくともいく
つかの単位個別構造が、導光フィルムに対して垂直の方向において対称的な断面形状を有
しており、「対称的な単位個別構造」とは、単位個別構造の導光部分及び接着部分が対称
的な形状を有していることを意味する。例えば、たとえ単位個別構造の他の部分（例えば
、ランディング部分）が非対称形状を有している場合であっても、単位個別構造は、その
単位個別構造の接着部分と導光部分が対称的であるなら、対称的形状を有していると見な
される。
【００４７】
　例えば図１５を参照し、単位個別構造１５１０及び１５２０は、導光フィルムに対して
垂直の方向において、対称的な断面形状を有している。具体的には、導光フィルム１５０
０の単位個別構造１５１０は、導光フィルムに対して垂直である方向１５１１において、
対称的な断面形状を有し、並びに導光フィルム１５００の単位個別構造１５２０は、導光
フィルムに対して垂直である方向１５２１において、対称的な断面形状を有している。方
向１５１１は単位個別構造１５１０の対称軸であり、方向１５２１は単位個別構造１５２
０の対称軸である。
【００４８】
　いくつかの場合において、導光フィルム内の複数の単位個別構造のうち少なくともいく
つかの単位個別構造が、導光フィルムに対して垂直の方向において非対称の断面形状を有
している。例えば、図１８は、導光フィルム１８００の側面概略図であり、これには基材
１８０５の上面１８０６の上に配置された、対称的な単位個別構造１８１０、１８２０及
び１８４０と、非対称の単位個別構造１８３０が含まれる。単位個別構造１８１０には導
光部分１８１２が含まれ、これには、底面１８１５と、導光部分の底面１８１５と基材１
８０５の上面１８０６との間に配置されたランディング部１８１６と、が含まれる。単位
個別構造１８１０は、ｚ方向及び導光フィルムに対して垂直方向に沿った方向１８１８に
関して対称的な断面形状を有する。単位個別構造１８２０には導光部分１８２２が含まれ
、これには、底面１８２５と、導光部分の底面１８２５と基材１８０５の上面１８０６と
の間に配置されたランディング部１８２６と、が含まれる。単位個別構造１８２０は、ｚ
方向及び導光フィルムに対して垂直方向に沿った方向１８２８に関して対称的な断面形状
を有する。単位個別構造１８３０には、導光部分１８３２が含まれ、これには、基材１８
０５の上面１８０６と一致又は実質的に一致する底面１８３５が含まれる。単位個別構造
１８３０は非対称な断面形状を有する。単位個別構造１８４０には、導光部分１８４２が
含まれ、これには、基材１８０５の上面１８０６と一致又は実質的に一致する底面１８４
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５が含まれる。単位個別構造１８４０は、ｚ方向及び導光フィルムに対して垂直方向に沿
った方向１８４８に関して対称的な断面形状を有する。
【００４９】
　図２０は、導光フィルム２０１０上に配置された光学フィルム２０９０を含む光学積層
体２０００の側面概略図であり、導光フィルム２０１０は、本明細書で開示されている任
意の導光フィルムであり得る。導光フィルム２０１０には、構造化された第１主面２０２
０と、相対する第２主面２０２５と、が含まれる。構造化された第１主面２０２０には、
基材２００５上に配置された複数の単位個別構造２０３０が含まれる。少なくともいくつ
かの単位個別構造のそれぞれには、主に光を導くための導光部分２０４０と、主に導光フ
ィルムを光学フィルム２０９０に接着させるための接着部分２０５０と、が含まれる。い
くつかの場合において、代表的な光学積層体２０００の場合のように、導光フィルム２０
１０の少なくともいくつかの接着部分２０５０の、少なくとも一部分が、光学フィルム２
０９０内に侵入し、導光フィルム２０１０の少なくともいくつかの接着部分２０４０の、
少なくとも一部分は、光学フィルム２０９０内に侵入しない。そのような場合、光学積層
体２０００には、導光フィルム２０１０と光学フィルム２０９０との間に複数の未充填ボ
イド２０１５が含まれ、この未充填ボイドには、空気及び／又は気体が含まれ得る。いく
つかの場合において、複数の未充填ボイド２０１５のうち少なくともいくつかのそれぞれ
が、実質的にある領域をカバーし、この領域は、光学フィルム２０９０と、光学フィルム
に侵入しておらずその領域のすぐ周囲にある２つ以上の隣接する単位個別構造２０３０の
一部と、によって画定される。例えば、そのような場合において、未充填ボイドは、光学
フィルム２０９０と、光学フィルムに侵入していない２つ以上の隣接する単位個別構造２
０３０の一部分とによって画定される領域の、少なくとも５０％、又は少なくとも６０％
、又は少なくとも７０％、又は少なくとも８０％、又は少なくとも９０％をカバーする。
例えば、線形の単位個別構造２０３０の場合において、未充填ボイド２０１５は実質的に
、光学フィルム２０９０によって上面が、光学フィルムに侵入していない線形単位個別構
造２０３０Ａの一部分２０２１によって右側が、光学フィルムに侵入していない線形単位
個別構造２０３０Ｂの一部分２０２２によって左側が、画定されている領域をカバーする
。
【００５０】
　光学フィルム２０９０には、光学接着層２０６０の上に配置される光学層２０７０が含
まれる。光学フィルムに侵入していない導光フィルム２０１０の接着部分２０５０の一部
分は、光学接着層に侵入している。光学接着層２０６０は、導光フィルム２０１０を光学
層２０７０又は光学層２０７０の主面２０７１に取り付け、又は接着し、同時に、導光部
分２０４０のための空気環境又は周辺を実質的に維持する。いくつかの場合において、接
着部分２０５０は、光学フィルム２０９０と導光フィルム２０１０との間に強靱な接着を
もたらし得る高い縦横比を有する。
【００５１】
　光学接着層に侵入している接着部分２０５０は、平均最大高さｈ２，ａｖｇを有し、こ
れは光学接着層に侵入している個々の接着部分の最大高さｈ２の平均である。いくつかの
場合において、ｈ２，ａｖｇは、光学接着層２０６０の平均厚さｈ３よりも大きい。例え
ば、そのような場合、ｈ２，ａｖｇはｈ３よりも、少なくとも０．２マイクロメートル、
又は少なくとも０．３マイクロメートル、又は少なくとも０．４マイクロメートル、又は
少なくとも０．５マイクロメートル、又は少なくとも０．７マイクロメートル、又は少な
くとも１マイクロメートル、又は少なくとも１．２マイクロメートル、又は少なくとも１
．５マイクロメートル、又は少なくとも１．７マイクロメートル、又は少なくとも２マイ
クロメートル大きい。
【００５２】
　一般に、光学フィルム２０９０は、用途に望ましくなり得るように、任意の光学層２０
７０を含み得る。例えば、いくつかの場合において、光学層２０７０は吸収偏光子であっ
てよく、又はこれを含んでもよい。別の一例として、いくつかの場合において、光学フィ
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ルム２０９０又は光学層２０７０には反射偏光子が含まれ得る。いくつかの場合において
、反射偏光子は多層光学フィルムを含んでもよく、その層の少なくともいくつかは複屈折
性である。いくつかの場合において、反射偏光子は、交互に並ぶ層を含んでもよく、その
交互に並ぶ層の少なくとも１つは、複屈折材料を含む。いくつかの場合において、反射偏
光子は、ワイヤグリッド反射偏光子又はコレステリック反射偏光子を含んでもよい。いく
つかの場合において、反射偏光子は、繊維偏光子であってよく、又はこれを含んでもよい
。そのような場合、反射偏光子は、結合材内に埋め込まれる繊維の１つ以上の層を形成す
る複数のほぼ平行な繊維を含み、結合材及び繊維の少なくとも一方は、複屈折材料を含む
。実質的に平行な繊維は、透過軸及び反射軸を画定する。繊維偏光子は、透過軸に平行に
偏光された入射光を実質的に透過し、反射軸に平行に偏光された入射光を実質的に反射す
る。繊維偏光子の例は、例えば、その全体が参照により本明細書に組み込まれている米国
特許第７，５９９，５９２号及び同第７，５２６，１６４号に記載されている。
【００５３】
　いくつかの場合において、反射偏光子は、通過状態で中間軸上平均反射率を有する部分
反射層であってもよい。例えば、部分的反射層は、例えばｘｙ平面などの第１平面におい
て偏光された可視光（例えば、ｘ軸に沿って線形偏光された可視光）について少なくとも
約９０％の軸上平均反射率を有し得、例えばｘｚ平面などの、第１平面に垂直な第２平面
において偏光された可視光（例えば、ｚ軸に沿って線形偏光された可視光）について少な
くとも約２５％～約９０％の範囲の軸上平均反射率を有し得る。
【００５４】
　いくつかの場合において、この反射偏光子は、小さい入射角で光を偏光し、大きな入射
角で１つの偏光状態又は２つの互いに直交する偏光状態を実質的に反射することができる
広帯域反射偏光子であってよく、これについては、米国特許出願第６１／２５４６９１号
「Ｉｍｍｅｒｓｅｄ　Ｒｅｆｌｅｃｔｉｖｅ　Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ　ｗｉｔｈ　Ｈｉｇｈ
　Ｏｆｆ－Ａｘｉｓ　Ｒｅｆｌｅｃｔｉｖｉｔｙ」、代理人整理番号第６５８０９ＵＳ０
０２号（２００９年１０月２４日出願）、及び米国特許出願第６１／２５４６９２号「Ｉ
ｍｍｅｒｓｅｄ　Ｒｅｆｌｅｃｔｉｖｅ　Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ　Ｗｉｔｈ　Ａｎｇｕｌａ
ｒ　Ｃｏｎｆｉｎｅｍｅｎｔ　ｉｎ　Ｓｅｌｅｃｔｅｄ　Ｐｌａｎｅｓ　ｏｆ　Ｉｎｃｉ
ｄｅｎｃｅ」、代理人整理番号第６５９００ＵＳ００２号（２００９年１０月２４日出願
）に記述されており、これらの開示は参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。
【００５５】
　いくつかの場合において、反射偏光子は、１つの偏光状態を実質的に透過し、直交偏光
状態を実質的に拡散的に反射する拡散反射偏光子であり得る。拡散反射偏光子フィルムは
、典型的には、連続複屈折マトリックス内に配置されたポリマー粒子の分散相を含む。フ
ィルムは、典型的には、１つ以上の方向に延伸して、複屈折性を発現させることによって
配向される。拡散反射偏光子の例は、例えば、米国特許第６，９９９，２３３号及び同第
６，９８７，６１２号に記載されており、当該特許の開示は参照によりそれらの全体が本
明細書に組み込まれる。
【００５６】
　別の一例として、光学層２０７０は、例えば光学フィルム２０９０に対する支持を提供
する基材であってよく、又はそれを含み得る。一般に、例えば基材１３０、基材２００５
、又は基材２０７０などの本明細書で開示される基材は、用途に望ましくなり得る任意の
材料であってよく、又はそれを含み得る。例えば、基材２０７０は、ガラス及び／又はポ
リマー（例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリカーボネート、及びアク
リルなど）を含んでよく、又はこれらから作製することができる。いくつかの場合におい
て、基材は複数の層を有し得る。いくつかの場合において、光学層２０７０はガラスであ
り得る。例えば、ガラス層２０７０は、液晶パネルのガラス層であり得る。
【００５７】
　別の一例として、光学層２０７０は、移動可能な導光フィルム２０１０を提供する剥離
ライナーであってよく、又はこれを含み得る。これはすなわち、例えば、導光フィルムの
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露出した主面２０２５が、基材又は表面に接触して設置でき、その後で剥離ライナーを剥
がすことにより、光学接着層２０６０の主面２０６１を露出させ、これを例えば、別の基
材又は表面に接着させることができる。光学接着層２０６０又は導光フィルム２０１０を
剥離ライナー２０７０から剥がす際の剥離力は一般に、約２００ｇｆ／インチ（０．７７
Ｎ／ｃｍ）未満、又は約１５０ｇｆ／インチ（０．５８Ｎ／ｃｍ）未満、又は約１００ｇ
ｆ／インチ（０．３９Ｎ／ｃｍ）未満、又は約７５ｇｆ／インチ（０．２９Ｎ／ｃｍ）未
満、又は約５０ｇｆ／インチ（０．１９Ｎ／ｃｍ）未満である。
【００５８】
　更に別の一例として、いくつかの場合において、光学層２０７０は、複数の線形プリズ
ム構造を含む第２導光フィルムであってよく、又はこれを含み得る。例えば図２１は、基
材２１２０上に配置され、ｙ方向に沿って線形に延在する複数の線形プリズム構造２１１
０を含む、導光フィルム２１００の３次元概略図である。いくつかの場合において、光学
層２０７０は、導光フィルム２１００であってよく、又はこれを含み得る。そのような場
合、導光フィルム２０１０の単位個別構造２０３０は更に、線形プリズム構造２１１０の
線形方向に対して垂直方向に延在する線形構造であってもよい。いくつかの場合において
、基材２１２０は光学層２０７０に類似であってよく、用途に望ましくなり得るように、
任意の光学層を含み、任意の機能を提供し得る。
【００５９】
　一般に、例えば基材１３０又は基材２００５などの本明細書で開示される基材には、用
途に望ましくなり得るように、任意の光学層を含み、任意の機能を提供し得る。例えばい
くつかの場合において、本開示の基材は、他の層に対する支持を主に提供するものであり
得る。別の一例として、いくつかの場合において、本開示の基材は、例えば反射偏光子又
は吸収偏光子を含めることによって光を偏光させ、光学拡散子を含めることによって光を
拡散し、導光フィルムを含めることによって光を誘導又は再誘導し、また例えば剥離ライ
ナーを含めることによって移動機能をもたせることができる。
【００６０】
　接着部分２０５０によって、導光フィルム２０１０を光学フィルム２０９０又は表面２
０７１にしっかりと取り付けることが可能になり、輝度などの光学的特性の損失も全くな
いか、又はほとんどない。具体的には、接着部分は、導光フィルムと光学フィルムとの間
の接着を強化するのに十分な外面を提供するために、十分に大きな縦横比を有する。接着
部分は更に、導光部分の幅に対して十分に細く、これにより、導光フィルム及び／又は光
学積層体の有効透過率の損失が全くないか、又はほとんどない。本明細書で使用される有
効透過率（ＥＴ）又はオプティカルゲインとは、光学システム（例えば、ディスプレイシ
ステムなど）で、フィルムを取り付けないときの工学システムの輝度に対する、フィルム
を取り付けた状態での輝度の比である。
【００６１】
　単位個別構造２０３０は、用途に望ましくなり得るように、任意の屈折率を有し得る。
例えばいくつかの場合において、単位個別構造の屈折率は、約１．４～約１．８、又は約
１．５～約１．８、又は約１．５～約１．７の範囲である。いくつかの場合において、単
位個別構造の屈折率は約１．５以上、又は約１．５５以上、又は約１．６以上、又は約１
．６５以上、又は約１．７以上である。
【００６２】
　一般に、導光フィルム２０１０と、光学接着層２０６０、表面２０７１、又は光学フィ
ルム２０９０との剥離強度は、導光フィルム２０１０と光学フィルム２０９０との間にし
っかりした接着を提供するのに十分なほど大きく、これにより光学積層体２０００は、光
学フィルム２０９０から接着部分２０５０が剥離又は分離することなしに、単一のフィル
ム又はユニットとして取り扱うことができる。いくつかの場合において、導光フィルム２
０１０と光学接着層２０６０との間の剥離強度は、約２０グラム／インチ（７．９ｇ／ｃ
ｍ）超、又は約２５グラム／インチ（９．８ｇ／ｃｍ）超、又は約３０グラム／インチ（
１１．８ｇ／ｃｍ）超、又は約３５グラム／インチ（１３．８ｇ／ｃｍ）超、又は約４０
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グラム／インチ（１５．７ｇ／ｃｍ）超、又は約４５グラム／インチ（１７．７ｇ／ｃｍ
）超、又は約５０グラム／インチ（１９．７ｇ／ｃｍ）超、又は約６０グラム／インチ（
２３．６ｇ／ｃｍ）超、又は約７０グラム／インチ（２７．６ｇ／ｃｍ）超、又は約８０
グラム／インチ（３１．５ｇ／ｃｍ）超、又は約９０グラム／インチ（３５．４ｇ／ｃｍ
）超、又は約１００グラム／インチ（３９．４ｇ／ｃｍ）超、又は約１１０グラム／イン
チ（４３．３ｇ／ｃｍ）超、又は約１２０グラム／インチ（４７．２ｇ／ｃｍ）超、又は
約１３０グラム／インチ（５１．２ｇ／ｃｍ）超、又は約１４０グラム／インチ（５５．
１ｇ／ｃｍ）超、又は約１５０グラム／インチ（５９．１ｇ／ｃｍ）である。
【００６３】
　接着部分２０５０は主に、光学フィルム内に十分に侵入することによって、導光フィル
ム２０１０と光学フィルム２０９０との間に十分な接着を提供するよう設計されている。
２枚のフィルム間に十分な接着を提供する一方、この接着部分は、導光フィルム２０１０
又は光学積層体２０００の有効透過率に全く又はほとんど影響をあたえないよう、十分に
細い。例えば、いくつかの場合において、光学接着層２０６０と光学フィルム２０９０の
いずれかに侵入している接着部分２０５０又は単位個別構造２０３０がないこと以外、光
学積層体２０００に類似の光学積層体は、光学積層体２０００の有効透過率と同じ有効透
過率、又はそれよりわずかだけ大きい有効透過率を有する。例えば図２９は、光学積層体
２９００の側面概略図であり、これは、光学積層体２０００と同じ構造であるが、ただし
、光学接着層２０６０内に侵入している単位個別構造２０３０がない。いくつかの場合に
おいて、光学積層体２０００の有効透過率は、光学積層体２９００に比べて、低くないか
、又は約２０％以下、又は約１５％以下、又は約１０％以下、又は約９％以下、又は約８
％以下、又は約７％以下、又は約６％以下、又は約５％以下、又は約４％以下、又は約３
％以下、又は約２％以下、又は約１％以下だけ低い。
【００６４】
　いくつかの場合において、図２９で、光学接着層２０６０は存在しなくともよく、又は
非接着性の光学層に置き換えてもよい。そのような場合、例えば光学接着層２０６０がな
いとき、接着部分２０５０は、導光フィルム２０１０と光学層２０７０との間の光学的結
合を防止するか又は実質的に低減する耐湿潤性（anti-wet-out）構造となり得る。いくつ
かの場合において、単位個別構造２０３０のうち少なくともいくつかの接着部分２０５０
は、光学層２０７０に物理的に接触しているが、中に侵入してはいない。いくつかの場合
において、単位個別構造２０３０の接着部分２０５０で、光学層２０７０内に侵入してい
るものはない。
【００６５】
　いくつかの場合において、本開示の単位個別構造の導光部分は、光を再利用するよう設
計されており、これにより例えば、観察者から見る画像の輝度が増加又は強化される。例
えば図１９はディスプレイシステム１９００の側面概略図であり、これには、画像を形成
してその画像を観察者１９９０に対して表示することができ、照明システム１９０５から
の光を受け取るよう配置されている、画像形成パネル１９５０が含まれている。照明シス
テム１９０５には、ライトガイド１９２０を含む光源１９１５の上に配置された光学積層
体２０００；光１９３６（この光はライトガイド内に入り、全内部反射によってライトガ
イド内で伝搬され、画像形成パネルに向かう光１９４０としてライトガイドを出る）を発
光するためのランプ１９３０；及び背面反射板１９１０に入射した光を画像形成パネルに
向けて再誘導するための背面反射板が含まれる。導光部分２０４０は主に、ライトガイド
１９２０から出た光を画像形成パネル１９５０に向けて再誘導するか、又はライトガイド
から出た光を反射して再利用するよう設計されている。例えば、導光部分２０４０は、ラ
イトガイド１９２０から出る光１９４１を再誘導して、画像形成パネル又は観察者に向か
う光１９４２とする。別の一例として、導光部分２０４０は、ライトガイドから出る光１
９４３を受け取り、その受け取った光を全内部反射して、光１９４４として再利用する。
【００６６】
　一般に、画像形成パネル１９５０は、任意の画像（and image）を形成することができ
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、その画像を観察者１９９０に対して表示することができる、任意のタイプのパネルであ
り得る。いくつかの場合において、画像形成パネル１９５０は、液晶パネルであってよく
、またそれを含んでもよい。そのような場合、液晶画像形成パネル１９５０は、２枚のパ
ネル板（例えば、ガラス板）の間に配置された液晶の層と、液晶層の上に配置された上部
光吸収偏光子層と、液晶層の下に配置された下部吸収偏光子と、を含む。上部及び下部光
吸収偏光子と液晶層とが相まって、観察者１９９０へと向かう光の透過を制御する。いく
つかの場合において、画像形成パネル１９５０は、モノリシック画像形成パネル、又は複
数の画像形成タイルを備えるタイル状画像形成パネルであり得る。いくつかの場合におい
て、光源１９１５は、モノリシック光源、又は複数の光源タイルを備えるタイル状光源で
あり得る。いくつかの場合において、ディスプレイシステム１９００には、モノリシック
画像形成パネル１９５０とタイル状光源１９１５が含まれる。タイル状光源１９１５には
、複数の独立制御されるタイル状ライトガイド１９２０が含まれてよく、各ライトガイド
は表示画像内の異なる領域を照明することができる。
【００６７】
　いくつかの場合において、ディスプレイシステム１９００又は照明システム１９０５に
は、光学積層体２０００とライトガイド１９２０との間に配置される、所望による１つ以
上の層１９３５が含まれ得る。所望による層１９３５の代表的なものとしては、光拡散層
及び偏光遅延層が挙げられる。
【００６８】
　一般に、本開示の導光フィルムには、複数の単位個別構造を含む構造化された第１主面
と、その構造化された第１主面に相対する第２主面と、が含まれる。いくつかの場合にお
いて、本開示の導光フィルムは主に、導光フィルムの第２主面側から光を受け取るよう設
計されている。例えば、図１９の導光フィルム２０１０は、主に、第２主面２０２５で光
を受け取り、構造化された第１主面２０２０から光を伝達する。
【００６９】
　いくつかの場合において、本開示の単位個別構造の導光部分は、主に、光を再利用では
なく再誘導するよう設計される。例えば、図２２は、観察者１９９０に対して情報又は画
像を表示するための、ディスプレイシステム２２００の側面概略図である。ディスプレイ
システム２２００には画像形成パネル１９５０が含まれ、これは照明システム２２０２上
に配置されており、この照明システムには、光源１９１５の上に配置されている光学積層
体２２０１が含まれる。光学積層体２２０１には、光学フィルム２２９０上に配置された
導光フィルム２２１０が含まれる。導光フィルム２２１０は、本明細書で開示される任意
の導光フィルムであってよく、これには、基材２２０５の上に配置された複数の単位個別
構造２２３０を含む構造化された第１主面２２２０と、主面２２２０に相対する第２主面
２２２５と、が含まれる。単位個別構造２２３０には、導光部分２２４０の上に配置され
た接着部分２２５０が含まれる。接着部分２２５０の少なくとも一部分が、光学フィルム
２２９０の中に侵入し、導光部分２２４０の少なくとも一部分は、光学フィルムの中に侵
入していない。導光フィルム２２１０及び導光部分２２４０は、主に、光を再利用するの
ではなく、光を誘導又は再誘導するよう設計されている。例えば、導光部分２２４０Ａは
、主に、ライトガイド１９２０を出た光２２１１を誘導して、画像形成パネル１９５０及
び観察者１９９０に向かう光２２１２とするよう設計されている。
【００７０】
　一般に、本開示の導光フィルムには、複数の単位個別構造を含む構造化された第１主面
と、その構造化された第１主面に相対する第２主面と、が含まれる。いくつかの場合にお
いて、本開示の導光フィルムは主に、導光フィルムの構造化された第１主面側から光を受
け取るよう設計されている。例えば、図２２の導光フィルム２２１０は、主に、構造化さ
れた第１主面２２２０で光を受け取り、第２主面２２２５から光を伝達する。
【００７１】
　いくつかの場合において、光学フィルム２２９０は、光学層２１７０を含まない。その
ような場合、光学接着層２０６０はライトガイド１９２０に直接接着することができ、こ
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れにより導光フィルム２２１０がライトガイド１９２０にしっかりと接着される。
【００７２】
　いくつかの場合において、例えば図２２に示す代表的な照明システム２２００で、光学
フィルム２２９０は、導光フィルム２２１０と光源１９１５との間に配置される。いくつ
かの場合において、例えば図１９に示す代表的な照明システム１９０５で、導光フィルム
２０１０は、光学フィルム２０９０と光源１９１５との間に配置される。
【００７３】
　いくつかの場合において、光学層２１７０は、例えばライトガイド１９２０などのライ
トガイドであり得る。そのような場合、単位個別構造２２３０は、ライトガイドからの光
を抽出することができ、ライトガイド２１７０の光抽出素子と見なすことができる。いく
つかの場合において、図５２に概略図が示されている代表的な側面図のように、単位個別
構造２２３０は、ライトガイド内に直接侵入してもよい。具体的には、図５２において、
光源５２３０には、背面反射板１９１０上に配置されたライトガイド５２１０が含まれる
。ライトガイド５２１０には、ライトガイド層５２２０が含まれており、これは、ライト
ガイド層の側面５５５０からランプ１９３０によって放射された光１９３６を受け取る。
ライトガイド層に入った光は、例えばｘ方向に沿って、全内部反射によってライトガイド
層内全体に伝搬される。導光フィルム２２１０はライトガイド５２１０上に配置され、単
位個別構造２２３０に類似の複数の個別構造５２８０を含んでいる。各個別構造５２８０
は、部分的にライトガイド層５２２０内に埋め込まれ、ライトガイド層内で全内部反射に
よって伝搬された光を、ライトガイド層から抽出する。例えば、個別構造５２８０は、ラ
イトガイド層５２２０内で全内部反射によって伝搬された光５２４０を、ライトガイド層
から光５２４１として抽出する。その結果、各個別構造５２８０は、ライトガイド５２１
０の個別光抽出素子５２８０と見なすことができる。各個別光抽出素子５２８０には、ラ
イトガイド層５２２０内に侵入するか又は埋め込まれている第１部分５２６０と、ライト
ガイド層５２２０内に侵入しておらず、また埋め込まれてもいない第２部分５２７０と、
が含まれる。一般に、各個別光抽出素子５２８０は一体型又は複合体であり得る。
【００７４】
　いくつかの場合において、各個別光抽出素子５２８０の屈折率は、ライトガイド層５２
２０の屈折率とは異なる。いくつかの場合において、各個別光抽出素子５２８０の屈折率
は、ライトガイド層５２２０の屈折率と同じである。
【００７５】
　図１に戻って参照し、いくつかの場合において、第２主面１２０には、例えば光を拡散
し、ダスト粒子や傷などの欠陥を隠すかマスキングし、及び／又はモアレなどの望ましく
ない光学効果が現われるのを低減するのに役立てるために、複数の構造が含まれる。例え
ば図２３は、導光フィルム２３００の側面概略図であり、これは導光フィルム１００に類
似であるが、構造化された第１主面２３１０と、相対する構造化された第２主面２３５０
と、を含む。構造化された第１主面２３１０には、複数の単位個別構造２３２０が含まれ
る。各単位個別構造２３２０には、主に光を導くよう設計された導光部分２３３０と、そ
の導光部分の上に配置されて、主に導光フィルムを表面に接着するよう設計されている接
着部分２３４０と、が含まれる。
【００７６】
　構造化された主面２３５０には、複数の構造２３６０が含まれる。いくつかの場合にお
いて、構造２３６０は不規則に配置される。例えばそのような場合、構造２３６０はラン
ダム模様を形成し得る。いくつかの場合において、構造２３６０は規則的に配置される。
例えばそのような場合、構造２３６０は、１方向に沿って、又は２つの互いに直交する方
向に沿って、周期的な模様を形成し得る。
【００７７】
　代表的な導光フィルム２３００は一体型フィルムであり、その導光フィルム内に内部的
界面はない。いくつかの場合において、構造２３６０は、例えば、導光フィルム上にコー
ティングすることが可能な別の層の一部であってもよい。例えば図２４は、導光フィルム
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２４００の側面概略図であり、これは構造化された第１主面２３１０と、複数の構造２４
６０を含んだ相対する構造化された第２主面２４５０と、を含む。導光フィルム２４００
は導光フィルム２３００に類似であるが、ただし、構造化された第２主面２４５０は光拡
散層２４１０の一部であり、この層は例えば、導光フィルム２４００の上にコーティング
されている。一般に、光拡散層２４１０は、粒子を含んでもよく、また含まなくてもよい
。いくつかの場合において、例えば図２４に示す代表的な場合で、光拡散層２４１０には
、複数の粒子２４２０が含まれる。一般に、複数の構造２４６０は第１平均高さを有し、
複数の粒子２４２０は第２平均粒径を有する。いくつかの場合において、例えば粒子２４
２０の平均粒径が、構造２４６０の平均高さと同程度の桁である場合、第１平均高さの第
２平均粒径に対する比は、約５０未満、又は約４０未満、又は約３０未満、又は約２０未
満、又は約１０未満、又は約５未満、又は約２未満、又は約１未満である。いくつかの場
合において、例えば粒子２４２０の平均粒径が構造２４６０の平均高さよりも実質的に小
さい場合、第１平均高さの第２平均粒径に対する比は、約５０超、又は約１００超、又は
約５００超、又は約１０００超である。
【００７８】
　図１に戻って参照し、いくつかの場合において、単位個別構造１５０のうち少なくとも
いくつかは線形構造であり、同じ方向に沿って延在する。例えば図６を参照して、単位個
別構造６５０は線形構造であり、ｙ方向に沿って延在している。いくつかの場合において
、同じ方向に沿って延在する単位個別構造の導光部分の高さは、その方向に沿って変化し
ない。例えば図７を参照して、導光部分７１０Ａ、７１０Ｂ及び７１０Ｃは、導光部分又
はそれに関連する単位個別構造の線形方向であるｙ方向に沿って、変化していない。いく
つかの場合において、同じ方向に沿って延在する単位個別構造の導光部分の高さは、その
方向に沿って変化する。例えば図９を参照して、導光部分９６０の高さ９５０は、導光部
分９６０又は単位個別構造９００の線形方向であるｙ方向に沿って変化している。いくつ
かの場合において、高さ９５０はｙ方向に沿って規則的に変化し得る。いくつかの場合に
おいて、高さ９５０はｙ方向に沿って不規則に変化し得る。
【００７９】
　一般に、導光部分は複数の側面を有し得る。いくつかの場合において、例えば線形単位
個別構造の場合において、各導光部分には２つの相対する側面が含まれ得る。例えば図６
を参照して、導光フィルム６００には、ｙ方向に沿って延在する複数の線形単位個別構造
６５０が含まれ、各導光部分には２つの相対する側面が含まれる。例えば導光部分６６０
Ａには、側面６１２Ａと相対する側面６１２Ｂとの、２つの相対する側面が含まれる。い
くつかの場合において、各導光部分には相対する側面２つだけが含まれる。
【００８０】
　別の一例として、図７の導光部分７１０Ａには、４つの側面、すなわち、相対する側面
２組が含まれる。具体的には、導光部分７１０Ａには、１組目の相対する側面７０１Ａ及
び７０１Ｂ、並びに２組目の相対する側面７０１Ｃ及び７０１Ｄが含まれる。
【００８１】
　図１に戻って参照し、導光部分１６０の相対する側面１６２は、２つの相対する側面の
間の角である夾角θ１を画定する。いくつかの場合において、この夾角θ１は、約６０度
～約１２０度、又は約６５度～約１１５度、又は約７０度～約１１０度、又は約７５度～
約１０５度、又は約８０度～約１００度、又は約８５度～約９５度の範囲である。いくつ
かの場合において、この夾角θ１は約８８度、又は約８９度、又は約９０度、又は約９１
度、又は約９２度である。
【００８２】
　導光部分１６０Ａの側面１６２Ａは、導光フィルム１００又はその導光フィルムの平面
１０５に対して垂直である垂線１８０に対して、角度θ３をなす。いくつかの場合におい
て、導光部分の側面と、導光フィルムに対する垂線との間の角θ３は、約３０度～約６０
度、又は約３５度～約５５度、又は約４０度～約５０度、又は約４２度～約４８度、又は
約４３度～約４７度、又は約４４度～約４６度の範囲である。
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【００８３】
　接着部分１７０の相対する側面１７２は、２つの相対する側面の間の角である夾角θ２

を画定する。いくつかの場合において、接着部分の２つの相対する側面の間の夾角θ２は
、約４０度未満、又は約３５度未満、又は約３０度未満、又は約２５度未満、又は約２０
度未満、又は約１５度未満、又は約１２度未満、又は約１０度未満、又は約９度未満、又
は約８度未満、又は約７度未満、又は約６度未満、又は約５度未満、又は約４度未満、又
は約３度未満、又は約２度未満、又は約１度未満である。いくつかの場合において、接着
部分１７０の相対する側面１７２は互いに平行である。そのような場合、２つの相対する
側面の間の夾角はゼロである。
【００８４】
　接着部分１７０の側面１７２は、導光フィルム１００、又はその導光フィルムの平面１
０５に対して垂直な垂線１８１と、角θ４をなす。いくつかの場合において、接着部分１
７０の側面１７２と、導光フィルム１００に対する垂線１８１との間の角θ４は、約ゼロ
度～約４０度、又は約ゼロ度～約３５度、又は約ゼロ度～約３０度、又は約ゼロ度～約２
５度、又は約ゼロ度～約２０度、又は約ゼロ度～約１５度、又は約ゼロ度～約１０度、又
は約ゼロ度～約５度の範囲である。
【００８５】
　いくつかの場合において、単位個別構造１５０の導光部分の一側面は、導光フィルム１
００に対する垂線（例えば垂線１８０）と、角θ３をなし、同じ単位個別構造の接着部分
の一側面は、導光フィルム１００に対する垂線（例えば垂線１８０）と、角θ４をなす。
いくつかの場合において、θ４はθ３よりも小さい。いくつかの場合において、θ４はθ

３よりも、少なくとも約５度、又は約１０度、又は約１５度、又は約２０度、又は約２５
度、又は約３０度、又は約３５度、又は約４０度小さい。
【００８６】
　いくつかの場合において、単位個別構造１５０の導光部分の各側面は、導光フィルム１
００に対する垂線（例えば垂線１８０）と、角θ３をなし、同じ単位個別構造の接着部分
の各側面は、導光フィルム１００に対する垂線（例えば垂線１８０）と、角θ４をなす。
いくつかの場合において、θ４はθ３よりも小さい。いくつかの場合において、θ４はθ

３よりも、少なくとも約５度、又は約１０度、又は約１５度、又は約２０度、又は約２５
度、又は約３０度、又は約３５度、又は約４０度小さい。
【００８７】
　いくつかの場合において、導光フィルムの導光部分は、実質的に等しい最大高さを有し
得る。例えば、導光部分１６０は、実質的に等しい最大高さｈ１を有し得る。いくつかの
場合において、少なくとも２つの導光部分が、等しくない最大高さを有し得る。例えば図
７を参照し、導光部分７１０Ａの最大高さ７４０Ａは、導光部分７１０Ｃの最大高さ７４
０Ｃとは異なる。いくつかの場合において、いくつかの導光部分の最大高さは、別のいく
つかの導光部分の最大高さよりも低い。例えば、最大高さ７４０Ｃは最大高さ７４０Ａよ
りも低い。
【００８８】
　いくつかの場合において、本開示の導光部分の最大高さは約５００マイクロメートル未
満、又は約４００マイクロメートル未満、又は約３００マイクロメートル未満、又は約２
００マイクロメートル未満、又は約１００マイクロメートル未満、又は約９０マイクロメ
ートル未満、又は約８０マイクロメートル未満、又は約７０マイクロメートル未満、又は
約６０マイクロメートル未満、又は約５０マイクロメートル未満、又は約４０マイクロメ
ートル未満、又は約３０マイクロメートル未満、又は約２０マイクロメートル未満、又は
約１０マイクロメートル未満である。
【００８９】
　図１を参照して、各接着部分１７０には、接着部分の複数の側面１７２をつなぐ上面１
９０が含まれる。いくつかの場合において、上面１９０は実質的に平面であり得る。例え
ば図３を参照して、接着部分３７０の上面３９０は実質的に平面である。別の一例として
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、図４を参照して、接着部分４８０の上面４９０は実質的に平面である。
【００９０】
　一般に、接着部分の上面は、用途に望ましくなり得るように、例えば任意の規則的又は
不規則的形状など、任意の形状、又は輪郭を有し得る。例えばいくつかの場合において、
接着部分の上面は実質的に、区分された平面である。例えば図２５は、ｙ方向に延在する
線形の単位個別構造２５００の３次元概略図であり、これには導光部分２５１０と、その
導光部分の上に配置された接着部分２５２０と、が含まれる。接着部分２５２０には、側
面２５３０と、相対する側面２５３２とが含まれ、これら２つの側面は夾角θ２をなす。
いくつかの場合において、各側面２５３０は、ｘｙ平面、又は単位個別構造２５００に関
連する導光フィルムの平面に対してある角度をなし、これは約６０度超、又は約６５度超
、又は約７０度超、又は約７５度超、又は約８０度超、又は約８５度超である。接着部分
には更に、側面２５３０及び２５３２をつなぐ上面２５４０が含まれる。上面２５４０は
区分された平面であり、第１平面２５４５及び第２平面２５４７を含む。いくつかの場合
において、上面２５４５と２５４７はそれぞれ、ｘｙ平面とある角度をなし、これは約６
０度未満、又は約５５度未満、又は約５０度未満、又は約４５度未満、又は約４０度未満
、又は約３５度未満、又は約３０度未満、又は約２５度未満、又は約２０度未満、又は約
１５度未満、又は約１０度未満である。この２つの平面は、上面２５４０、接着部分２５
２０、及び単位個別構造２５００の頂辺２５６０で交差し、頂辺２５６０は線状頂辺であ
る。上面又は接着部分の頂辺２５４０は、２つの平面の間に夾角θ５を有し、これはいく
つかの場合において、夾角θ２とは異なる。一般に、夾角θ５は、用途に望ましくなり得
るように、例えば約ゼロ度～約１８０度の、任意の角度であり得る。例えば、いくつかの
場合において、夾角θ５は約９０度超、又は約１００度超、又は約１１０度超、又は約１
２０度超、又は約１３０度超、又は約１４０度超、又は約１５０度超、又は約１６０度超
、又は約１７０度超であり得る。いくつかの場合において、夾角θ５は約７０度未満、又
は約６５度未満、又は約６０度未満、又は約５５度未満、又は約５０度未満、又は約４５
度未満、又は約４０度未満、又は約３５度未満、又は約３０度未満、又は約２５度未満、
又は約２０度未満である。
【００９１】
　別の一例として、図２６は、ｙ方向に延在する線形の単位個別構造２６００の３次元概
略図であり、これには導光部分２６１０と、その導光部分の上に配置された接着部分２６
２０と、が含まれる。接着部分２６２０には、側面２６３０と、相対する側面２６３２と
、が含まれ、これら２つの側面は夾角θ２をなす。接着部分には更に、側面２６３０及び
２６３２をつなぐ上面２６４０が含まれる。上面２６４０は区分された平面であり、第１
平面２６４２、第２平面２６４４、及び第３平面２６４６を含む。平面２６４４はまた、
上面２６４０、接着部分２６２０、及び単位個別構造２６００の頂辺を形成する。頂辺２
６４４は夾角θ５を有し、これはいくつかの場合において、夾角θ２とは異なり得る。
【００９２】
　いくつかの場合において、例えば面が平面の場合、導光フィルムの接着部の面が導光フ
ィルム平面となす角が、約６０度超、又は約６５度超、又は約７０度超、又は約７５度超
、又は約８０度超、又は約８５度超である面が、接着部分の側面を形成する。また、接着
部分の面が、導光フィルム平面となす角が、約６０度未満、又は約５５度未満、又は約５
０度未満、又は約４５度未満、又は約４０度未満、又は約３５度未満、又は約３０度未満
、又は約２５度未満、又は約２０度未満、又は約１５度未満、又は約１０度未満である面
が、接着部分の上面を形成する。
【００９３】
　いくつかの場合において、接着部分の上面は実質的に曲面であり得る。例えば図９を参
照して、接着部分９７０の上面９８０は実質的に曲面である。いくつかの場合において、
接着部分の上面は実質的に区分された曲面であり得る。例えば図２７は、ｙ方向に延在す
る線形の単位個別構造２７００の３次元概略図であり、これには導光部分２７１０と、そ
の導光部分の上に配置された接着部分２７２０と、が含まれる。接着部分２７２０には、
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側面２７３０と、相対する側面２７３２と、が含まれ、これら２つの側面は夾角θ２をな
す。接着部分には更に、側面２７３０と２７３２とをつなぐ上面２７４０が含まれる。上
面２７４０は区分された曲面であり、第１曲面２７４２と第２曲面２７４４とを含む。こ
の２つの平面は、上面２７４０、接着部分２７２０、及び単位個別構造２７００の頂辺２
７６０で交差し、頂辺２７６０は線状頂辺である。上面、接着部分、及び単位個別構造の
頂辺２７６０は、２つの曲面の間に夾角θ５をなし、これはいくつかの場合において、夾
角θ２とは異なり得る。いくつかの場合において、夾角θ５は約７０度未満、又は約６５
度未満、又は約６０度未満、又は約５５度未満、又は約５０度未満、又は約４５度未満、
又は約４０度未満、又は約３５度未満、又は約３０度未満、又は約２５度未満、又は約２
０度未満である。
【００９４】
　いくつかの場合において、接着部分の上面には、１つ以上の凹部が含まれ得る。例えば
図２８は、ｙ方向に延在する線形の単位個別構造２８００の３次元概略図であり、これに
は導光部分２８１０と、その導光部分の上に配置された接着部分２８２０と、が含まれる
。接着部分２８２０には、側面２８３０と、相対する側面２８３２と、が含まれ、これら
２つの側面は夾角θ２をなす。接着部分には更に、側面２８３０と２８３２とをつなぐ上
面２８４０が含まれる。上面２８４０は区分された平面であり、第１平面２８４２、第２
平面２８４４、第３平面２８４６、及び第４平面２８４８を含む。隣接する平面２８４２
及び２８４４は、上面２８４０、接着層２８２０、及び単位個別構造２８００の第１頂辺
２８６０で交差し、第１頂辺２８６０は線状頂辺である。上面２８４２及び２８４４は、
第１頂辺２８６０で夾角θ６を画定し、いくつかの場合において、これは夾角θ２とは異
なり得る。隣接する平面２８４６及び２８４６は、上面２８４０、接着層２８２０、及び
単位個別構造２８００の第２頂辺２８６２で交差し、第１頂辺２８６２は線状頂辺である
。上面２８４６及び２８４８は第２頂辺２８６２で夾角θ７を画定し、これはいくつかの
場合において、夾角θ２及び／又はθ６とは異なり得る。上面２８４０には凹部２８７０
が含まれ、これは第１頂辺２８６０と第２頂辺２８６２との間に配置される凹んだ表面の
形状である。いくつかの場合において、導光フィルムの接着部分の上面の鋭い頂辺は、そ
の導光フィルムが取り付けられる光学フィルム又は光学フィルムの光学接着層内に接着部
分が侵入するのに役立ち得る。いくつかの場合において、接着部分の上面、又は接着部分
の底面に垂直な方向での上面の断面は、複数の別個の頂辺を有し得る。例えば、接着部分
２８２０の上面２８４０には、２つの別個の頂辺２８６０及び２８６２が含まれる。一般
に、上面２８４０の頂辺２８６０と２８６２それぞれの頂角θ６とθ７は、用途に望まし
くなり得るように、任意の値を有し得る。例えば、いくつかの場合において、複数の別個
の頂辺２８６０及び２８６２の少なくとも１つの頂角は、約７０度未満、又は約６５度未
満、又は約６０度未満、又は約５５度未満、又は約５０度未満、又は約４５度未満、又は
約４０度未満、又は約３５度未満、又は約３０度未満、又は約２５度未満、又は約２０度
未満であり得る。
【００９５】
　図３０は光学積層体３０００の側面概略図である。これには、第１基材３０１０上に配
置された複数の単位個別構造３０３０を含む導光フィルム３０２０と、導光フィルム側を
向く主面３０１８及び導光フィルムとは反対側を向く相対する主面３０１９を有する第２
基材３０１５と、導光フィルムを第２基材の表面３０１８に結合又は接着させるために導
光フィルム３０２０と第２基材３０１５との間に配置されている光学接着層３０２５と、
が含まれる。
【００９６】
　各単位個別構造３０３０の部分３０４０は光学接着層３０２５内に侵入し、これは、単
位個別構造の侵入部分３０４０と呼ぶことができる。各単位個別構造３０３０の部分３０
４５は光学接着層３０２５内に侵入しておらず、これは、単位個別構造の非侵入部分３０
４５と呼ぶことができる。侵入している各単位個別構造は、侵入深さ３０５０を画定し、
これは光学積層体に対して垂直（ｚ方向）の最長の侵入距離である。例えば、単位個別構



(24) JP 5824033 B2 2015.11.25

10

20

30

40

50

造３０３０Ａは侵入深さＰＤ１を有し、単位個別構造３０３０Ｂは侵入深さＰＤ２を有す
る。各単位個別構造は更に、単位個別構造の侵入部分３０４０と非侵入部分３０４５との
間の界面３０５６で、侵入底面３０５４を画定する。侵入底面３０５４は、最小侵入底面
寸法３０５８を有し、これはいくつかの場合において、ｘ軸に沿った侵入底面の幅であり
得る。例えば、単位個別構造３０３０Ａは最小侵入底面寸法ＭＤ１を有し、単位個別構造
３０３０Ｂは最小侵入底面寸法ＭＤ２を有する。複数の単位個別構造３０３０は、平均侵
入深さ及び平均最小侵入底面寸法を有する。例えば、単位個別構造３０３０Ａ及び３０３
０Ｂは、平均侵入深さＰＤａｖｇを有し、これは（ＰＤ１＋ＰＤ２）／２に等しく、平均
最小侵入底面寸法ＭＤａｖｇを有し、これは（ＭＤ１＋ＭＤ２）／２に等しい。平均侵入
深さの平均最小侵入底面寸法に対する比は、十分に大きく、これにより導光フィルム３０
２０と表面３０１８との間に十分な接着が提供される。いくつかの場合において、平均侵
入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比は、少なくとも約１．２、又は少なくとも約１
．４、又は少なくとも約１．５、又は少なくとも約１．６、又は少なくとも約１．８、又
は少なくとも約２、又は少なくとも約２．５、又は少なくとも約３、又は少なくとも約３
．５、又は少なくとも約４、又は少なくとも約４．５、又は少なくとも約５、又は少なく
とも約５．５、又は少なくとも約６、又は少なくとも約６．５、又は少なくとも約７、又
は少なくとも約８、又は少なくとも約９、又は少なくとも約１０、又は少なくとも約１５
、又は少なくとも約２０である。
【００９７】
　各単位個別構造３０３０には、最小底面寸法３０３２を有する底面３０３１が含まれ、
底面３０３１は導光部分３０７０の底面でもある。例えば、単位個別構造３０３０Ａの底
面は最小底面寸法ＢＭＤ１を有し、単位個別構造３０３０Ｂの底面は最小底面寸法ＢＭＤ

２を有する。複数の単位個別構造３０３０は平均最小底面寸法を有する。例えば、単位個
別構造３０３０Ａ及び３０３０Ｂは平均最小底面寸法ＢＭＤａｖｇを有し、これは（ＢＭ
Ｄ１＋ＢＭＤ２）／２に等しい。平均最小侵入底面寸法ＭＤａｖｇは、平均最小底面寸法
ＢＭＤａｖｇよりも十分に小さく、これにより、光学積層体３０００の有効透過率におけ
る損失が全くないか、又はほとんどない。例えば、いくつかの場合において、平均最小侵
入底面寸法は、平均最小底面寸法の約２０％未満、又は約１５％未満、又は約１０％未満
、又は約９％未満、又は約８％未満、又は約７％未満、又は約６％未満、又は約５％未満
、又は約４％未満、又は約３％未満、又は約２％未満、又は約１％である。
【００９８】
　いくつかの場合において、導光フィルム３０２０と表面３０１８又は第２基板３０１５
との間の剥離強度は、約２０グラム／インチ（７．９ｇ／ｃｍ）超、又は約２５グラム／
インチ（９．８ｇ／ｃｍ）超、又は約３０グラム／インチ（１１．８ｇ／ｃｍ）超、又は
約３５グラム／インチ（１３．８ｇ／ｃｍ）超、又は約４０グラム／インチ（１５．７ｇ
／ｃｍ）超、又は約４５グラム／インチ（１７．７ｇ／ｃｍ）超、又は約５０グラム／イ
ンチ（１９．７ｇ／ｃｍ）超、又は約６０グラム／インチ（２３．６ｇ／ｃｍ）超、又は
約７０グラム／インチ（２７．６ｇ／ｃｍ）超、又は約８０グラム／インチ（３１．５ｇ
／ｃｍ）超、又は約９０グラム／インチ（３５．４ｇ／ｃｍ）超、又は約１００グラム／
インチ（３９．４ｇ／ｃｍ）超、又は約１１０グラム／インチ（４３．３ｇ／ｃｍ）超、
又は約１２０グラム／インチ（４７．２ｇ／ｃｍ）超、又は約１３０グラム／インチ（５
１．２ｇ／ｃｍ）超、又は約１４０グラム／インチ（５５．１ｇ／ｃｍ）超、又は約１５
０グラム／インチ（５９．１ｇ／ｃｍ）超である。
【００９９】
　いくつかの場合において、光学積層体３０００は光学接着層３０２５と導光フィルム３
０２０との間に複数のボイド３０６０を含む。いくつかの場合において、ボイドは分離性
であり、すなわち、各ボイドは個々に、他のボイドと分離して識別できる。いくつかの場
合において、分離性のボイドは、光学接着層３０２５によって上面が、導光フィルム３０
２０によって下面が、単位個別構造の非侵入部分によって一方の側面が、そして近隣又は
隣接する単位個別構造の非侵入部分によって相対する側面が、画定される。
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【０１００】
　いくつかの場合において、侵入部分３０４０又は単位個別構造３０３０の光学接着層３
０２５への侵入は、光学積層体３０００の有効透過率に対して、全く損失をもたらさない
か、又はほとんどもたらさない。例えば、そのような場合において、光学積層体３０００
の平均有効透過率は、光学接着層３０２５に侵入している単位個別構造がないこと以外同
じ光学積層体に比べて、低くないか、又は約２０％以下、又は約１５％以下、又は約１０
％以下、又は約９％以下、又は約８％以下、又は約７％以下、又は約６％以下、又は約５
％以下、又は約４％以下、又は約３％以下、又は約２％以下、又は約１％以下だけ低い。
【０１０１】
　各単位個別構造３０３０には、主に光を導くために設計された導光部分３０７０と、主
に導光フィルム３０２０を表面３０１８又は第２基材３０１５に接着するために設計され
た接着部分３０８０と、が含まれる。いくつかの場合において、各単位個別構造の接着部
分の少なくとも一部分が光学接着層３０２５内に侵入し、各単位個別構造の接着部分の少
なくとも一部分が光学接着層内には侵入しない。いくつかの場合において、例えば輝度を
強化するために光を効果的に導くことが望ましい場合は、接着部分３０８０の少なくとも
一部分だけを光学接着層３０２５に侵入させ、導光部分３０７０の部分は、光学接着層３
０２５内に全く侵入していないか、又はほとんど侵入していない。
【０１０２】
　代表的な光学積層体３０００において、導光フィルム３０２０の単位個別構造３０３０
が、光学接着層３０２５内に侵入している。一般に、単位個別構造３０３０は、侵入を受
け入れることができ、用途において望ましいような、任意の光学層に侵入させることがで
きる。一般に、光学積層体３０００には導光フィルム３０２０が含まれ、これには第１の
複数の単位個別構造３０３０が含まれる。光学積層体３０００には更に、導光フィルム３
０２０上に配置される光学層３０２５も含まれる。第１の複数の単位個別構造の中で、各
単位個別構造３０３０の一部が、光学層３０２５内に侵入する。第１の複数の単位個別構
造の中で、各単位個別構造３０３０の一部が、光学層３０２５内に侵入しない。第１の複
数の単位個別構造の中で、各単位個別構造（例えば単位個別構造３０３０Ａ）が、侵入深
さ（例えばＰＤ１）、及び単位個別構造の侵入部分と非侵入部分との間の界面（例えば界
面３０５６）での侵入底面（例えば侵入底面３０５４）を画定する。侵入底面は最小侵入
底面寸法（例えばＭＤ１）を有する。第１の複数の単位個別構造３０３０は、平均侵入深
さ及び平均最小侵入底面寸法を有する。平均侵入深さの、平均最小侵入底面寸法に対する
比は、少なくとも１．５であり、導光フィルム３０２０と光学層３０２５との間の剥離強
度は、約３０グラム／インチ（１１．８ｇ／ｃｍ）超である。
【０１０３】
　いくつかの場合において、光学層３０２５は、感圧接着剤、構造用接着剤、又はホット
メルト接着剤であり得る。いくつかの場合において、光学層３０２５は、例えば図３２の
ライトガイド３１１０のようなライトガイドであってよく、これには例えば、ライトガイ
ド内で全内部反射によって伝搬する光を抽出するための光抽出素子３１１２などの手段が
含まれる。
【０１０４】
　いくつかの場合において、光学積層体３０００は、最高動作温度Ｔｍａｘを有し、光学
層３０２５はＴｍａｘよりも高いガラス転移温度Ｔｇを有する。そのような場合、光学積
層体３０００は、最初に、光学層のＴｇよりも高い温度まで光学層３０２５の温度を上昇
させることによって、調製できる。次に、加熱した光学層と導光フィルム３０７０とを一
緒に圧縮することにより、単位個別構造３０３０の一部を、加熱した光学層内に侵入させ
ることができる。次に、光学層の温度を、例えば室温まで低下させることができる。Ｔｍ

ａｘはＴｇよりも低いため、Ｔｍａｘ未満の温度で使用されるとき、光学積層体は損なわ
れることなく、ラミネートされる。
【０１０５】
　第１の複数の単位個別構造における全ての構造は一体型である。更に、各構造の一部の



(26) JP 5824033 B2 2015.11.25

10

20

30

40

50

みが光学層３０２５内に侵入することにより、平均侵入深さと平均最小侵入底面寸法が生
じる。加えて、平均侵入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比は少なくとも約１．２、
又は少なくとも約１．４、又は少なくとも約１．５、又は少なくとも約１．６、又は少な
くとも約１．８、又は少なくとも約２、又は少なくとも約２．５、又は少なくとも約３、
又は少なくとも約３．５、又は少なくとも約４、又は少なくとも約４．５、又は少なくと
も約５、又は少なくとも約５．５、又は少なくとも約６、又は少なくとも約６．５、又は
少なくとも約７、又は少なくとも約８、又は少なくとも約９、又は少なくとも約１０、又
は少なくとも約１５、又は少なくとも約２０である。
【０１０６】
　いくつかの場合において、導光フィルム３０２０は、第２の複数の単位個別構造を含み
、第２の複数の単位個別構造のうち少なくとも１つの単位個別構造が、光学層３０２５内
に侵入していない。例えば、第２の複数の単位個別構造のうちいくつかの単位個別構造は
、光学層３０２５に侵入しないようにするため、構造３０３０より十分に短くすることが
できる。例えば、図３４を参照して、第１の複数の単位個別構造には構造３３２０が含ま
れ、第２の複数の単位個別構造には、構造３３２０よりも短いために光学層３４２０内に
侵入しない構造３３３０が含まれる。いくつかの場合において、導光フィルム３０２０に
は、複合体であり一体型ではない第２の複数の単位個別構造が含まれ得る。例えば、第２
の複数の単位個別構造には、図２に示す複合構造２００に類似の複合構造が含まれ得る。
【０１０７】
　図３１は、ディスプレイシステム３１００の側面概略図であり、画像を形成して観察者
１９９０に表示するための画像形成パネル１９５０が含まれている。画像形成パネル１９
５０は、照明システム３１４５の上に配置され、この照明システムには、背面反射板に入
射した光を画像形成パネル１９５０及び観察者１９９０に向けて反射するための背面反射
板３１０５、ランプ３１１５から放射された光３１１６を受け取って、その受け取った光
を画像形成パネル１９５０に向けて放射するライトガイド３１１０、並びにライトガイド
３１１０の上に配置されてこれに接着されている光学積層体３１３５が含まれる。
【０１０８】
　光学積層体３１３５には、第２光学積層体３１２５の上に配置され、これにしっかりと
取り付けられた第１光学積層体３１１５が含まれる。第１光学積層体３１１５には、第１
光学積層体を第２光学積層体に接着するための第１光学接着層３１７０と、第一光学接着
層３１７０の上に配置された反射偏光層３１８０と、が含まれる。反射偏光層３１８０は
、第１偏光状態の光を実質的に反射し、第１偏光状態に対して直交する第２偏光状態の光
を実質的に透過する。例えば、反射偏光層３１８０は、第１偏光状態を、少なくとも５０
％、又は少なくとも６０％、又は少なくとも７０％、又は少なくとも８０％、又は少なく
とも９０％反射し、第１偏光状態に直交する第２偏光状態を、少なくとも５０％、又は少
なくとも６０％、又は少なくとも７０％、又は少なくとも８０％、又は少なくとも９０％
透過させる。一般に、反射偏光層３１８０の通過又は透過軸は、用途に望ましくなり得る
ような、任意の方向に沿って配向され得る。例えば、いくつかの場合において、反射偏光
層の通過軸は、ｘ軸又はｙ軸に沿っていてよく、又はｘ軸及びｙ軸と４５度の角度をなし
てもよい。いくつかの場合において、反射偏光層３１８０は、１つ以上の方向に沿った光
コリメーティング効果を有し得、すなわち、この反射偏光層は、１つ以上の方向に、より
幅狭の視野円錐に光を制限することができる。例えば、いくつかの場合において、反射偏
光層３１８０は、ｘｚ平面、ｙｚ平面、又はその両方の視野円錐を狭くすることができる
。
【０１０９】
　いくつかの場合において、ディスプレイシステム３１００は、反射偏光層３１８０を含
まない。そのような場合において、ディスプレイシステムは、第１光学接着層３１７０に
接着された第２導光フィルムを含み得る。
【０１１０】
　第２光学積層体３１２５には、第２光学積層体をライトガイド３１１０に接着するため



(27) JP 5824033 B2 2015.11.25

10

20

30

40

50

の第２光学接着層３１２０と、第２光学接着層の上に配置された低屈折率層３１３０と、
低屈折率層３１３０の上に配置された導光フィルム３１４０と、が含まれる。
【０１１１】
　低屈折率層３１３０には、屈折率ｎｂを有する結合材中に分散した複数のボイドが含ま
れる。いくつかの場合において、この複数のボイドは、結合材中に分散した複数の相互に
連結したボイドであり、又はそれを含む。
【０１１２】
　いくつかの場合において、低屈折率層は低光学ヘイズを有する。例えば、そのような場
合、低屈折率層の光学へイズは、約８％以下、又は約７％以下、又は約６％以下、又は約
５％以下、又は約４％以下、又は約３％以下、又は約２％以下、又は約１％以下である。
低屈折率層３１３０に垂直入射する光について、本明細書で使用される場合、光学ヘイズ
は、垂直方向から４度を超えて偏向している透過光と全透過光との比として定義される。
本明細書で開示されるヘイズ値は、ＡＳＴＭ　Ｄ１００３に記載されている手順に従って
、Ｈａｚｅ－ｇｕａｒｄ　Ｐｌｕｓヘイズ計（ＢＹＫ－Ｇａｒｄｉｎｅｒ、Ｓｉｌｖｅｒ
　Ｓｐｒｉｎｇｓ，Ｍｄ．）を使用して測定したものである。
【０１１３】
　いくつかの場合において、低屈折率層３１３０のボイドは、スペクトルの可視光範囲の
波長よりも十分に小さく、これにより、低屈折率層は、低屈折率層の結合材のｎｂよりも
実質的に低い有効屈折率を有する。そのような場合、低屈折率層の有効屈折率は、ボイド
と結合材の屈折率の体積加重平均となる。例えば、約５０％のボイド体積分率を有する低
屈折率層３１３０、及び約１．５の屈折率を有する結合材は、約１．２５の有効屈折率を
有する。いくつかの場合において、スペクトルの可視光範囲における低屈折率層の平均有
効屈折率は、約１．４未満、又は約１．３５未満、又は約１．３未満、又は約１．２５未
満、又は約１．２未満、又は約１．１５未満、又は約１．１未満、又は約１．０９未満、
又は約１．０８未満、又は約１．０７未満、又は約１．０６未満、又は約１．０５未満で
ある。
【０１１４】
　いくつかの場合において、低屈折率層３１３０は大きな光学ヘイズを有する。そのよう
な場合、低屈折率層の光学ヘイズは、約１０％以上、又は約１５％以上、又は約２０％以
上、又は約２５％以上、又は約３０％以上、又は約３５％以上、又は約４０％以上、又は
約４５％以上、又は約５０％以上、又は約６０％以上、又は約７０％以上、又は約８０％
以上である。そのような場合、低屈折率層３１３０は、内部反射を強化することが可能で
あり得、すなわち、反射は、屈折率ｎｂ（結合材の屈折率）の材料で生じ得るよりも大き
くなる。そのような場合、低屈折率層３１３０は、低屈折率層の表面で全内部反射を受け
る光線のエバネセントテールが、低屈折率層の厚さにわたって光学的に結合しないか、又
はほとんど光学的に結合しないように、十分に厚い。そのような場合、低屈折率層３１３
０の厚さは、約１マイクロメートル以上、又は約１．１マイクロメートル以上、又は約１
．２マイクロメートル以上、又は約１．３マイクロメートル以上、又は約１．４マイクロ
メートル以上、又は約１．５マイクロメートル以上、又は約１．７マイクロメートル以上
、又は約２マイクロメートル以上である。十分に厚い低屈折率層３１３０は、低屈折率層
の厚さにわたって、光学モードのエバネセントテールの望ましくない光結合を防止又は低
減することができる。
【０１１５】
　いくつかの場合において、低屈折率層３１３０は更に、結合材内に分散した複数の粒子
も含む。この粒子は、用途に望ましくなり得るように、任意の粒径又は形状（規則的若し
くは不規則な形状を含む）であってよい。例えば、いくつかの場合において、粒子の少な
くとも大多数、例えば粒子のうち少なくとも６０％、又は少なくとも７０％、又は少なく
とも８０％、又は少なくとも９０％、又は少なくとも９５％が、望ましい範囲の粒径を有
する。例えば、いくつかの場合において、粒子の少なくとも大多数、例えば粒子のうち少
なくとも６０％、又は少なくとも７０％、又は少なくとも８０％、又は少なくとも９０％
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、又は少なくとも９５％が、約５マイクロメートル以下、又は約３マイクロメートル以下
、又は約２マイクロメートル以下、又は約１マイクロメートル以下、又は約７００ｎｍ以
下、又は約５００ｎｍ以下、又は約２００ｎｍ以下、又は約１００ｎｍ以下、又は約５０
ｎｍ以下の粒径を有する。
【０１１６】
　いくつかの場合において、粒子は、約５マイクロメートル以下、又は約３マイクロメー
トル以下、又は約２マイクロメートル以下、又は約１マイクロメートル以下、又は約７０
０ｎｍ以下、又は約５００ｎｍ以下、又は約２００ｎｍ以下、又は約１００ｎｍ以下、又
は約５０ｎｍ以下の平均粒径を有する。
【０１１７】
　いくつかの場合において、粒子の主な光学的効果が、低屈折率層３１３０の有効屈折率
に影響を与えるように、低屈折率層の粒子は十分に小さい。例えば、いくつかの場合にお
いて、粒子は、約λ／５以下、又は約λ／６以下、又は約λ／８以下、又は約λ／１０以
下、又は約λ／２０以下の平均粒径を有し、λは可視光の平均波長である。別の一例とし
て、そのような場合、平均粒径は、約７０ｎｍ以下、又は約６０ｎｍ以下、又は約５０ｎ
ｍ以下、又は約４０ｎｍ以下、又は約３０ｎｍ以下、又は約２０ｎｍ以下、又は約１０ｎ
ｍ以下である。
【０１１８】
　低屈折率層３１３０の粒子は、用途に望ましくなり得るように、任意の形状を有し得る
。例えば、粒子は、規則的な形状又は不規則な形状を有し得る。例えば、粒子は、ほぼ球
形であり得る。別の一例として、粒子は細長であり得る。
【０１１９】
　一般に、低屈折率層３１３０は、均一又は不均一の有効屈折率及び／又は光学ヘイズを
有し得る。例えば、いくつかの場合において、低屈折率層３１３０は、均一な有効屈折率
と均一な光学ヘイズを有し得る。別の一例として、いくつかの場合において、低屈折率層
３１３０は不均一な光学ヘイズを有し得る。例えば、いくつかの場合において、低屈折率
層３１３０は、例えば低屈折率層の厚さ方向に沿って、光学ヘイズ勾配を有し得る。別の
一例として、低屈折率層３１３０は複数層を含み得、層のうち少なくともいくつかが異な
る有効屈折率及び／又は光学ヘイズ値を有する。例えば、いくつかの場合において、低屈
折率層３１３０は複数層を含み得、各層が異なる有効屈折率及び／又は光学ヘイズ値を有
する。そのような場合、低屈折率層３１３０は階段状の有効屈折率プロファイルを有し得
る。別の一例として、低屈折率層３１３０は高光学ヘイズと低光学ヘイズを交互に有する
複数層を含み得る。不均一な光学ヘイズ及び／又は有効屈折率を有する代表的な低屈折率
層３１３０は、例えば、米国特許出願第６１／２５４６７３号「Ｇｒａｄｉｅｎｔ　Ｌｏ
ｗ　Ｉｎｄｅｘ　Ａｒｔｉｃｌｅ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ」（代理人整理番号第６５７１
６ＵＳ００２号、２００９年１０月２４日出願）、及び米国特許出願第６１／２５４６７
４号「Ｐｒｏｃｅｓｓ　ｆｏｒ　Ｇｒａｄｉｅｎｔ　Ｎａｎｏｖｏｉｄｅｄ　Ａｒｔｉｃ
ｌｅ」（代理人整理番号第６５７６６ＵＳ００２号、２００９年１０月２４日出願）に記
述されており、当該特許の開示は参照によりそれらの全体が本明細書に組み込まれる。
【０１２０】
　導光フィルム３１４０には、複数の単位個別構造３１５５が含まれる。各単位個別構造
３１５５の部分３１５６は第１光学接着層３１７０内に侵入し、これは、単位個別構造の
侵入部分３１５６と見なすことができる。各単位個別構造３１５５の部分３１５７は光学
接着層３１７０内に侵入しておらず、これは、単位個別構造の非侵入部分３１５７と見な
すことができる。各単位個別構造３１５５は、侵入深さ３１７２と、単位個別構造の侵入
部分３１５６と非侵入部分３１５７との間の界面３１６２での侵入底面３１５８と、を画
定する。侵入底面３１５８は、最小侵入底面寸法３１５９を有し、これはいくつかの場合
において、ｘ方向に沿った侵入底面の幅であり得る。複数の単位個別構造３１５５は、個
々の単位個別構造の侵入深さの平均である平均侵入深さと、全侵入底面の最小侵入底面寸
法の平均である平均最小侵入底面寸法と、を有する。いくつかの場合において、平均侵入
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深さの平均最小侵入底面寸法に対する比は、少なくとも約１．２、又は少なくとも約１．
３、又は少なくとも約１．４、又は少なくとも約１．５、又は少なくとも約１．６、又は
少なくとも約１．８、又は少なくとも約２、又は少なくとも約２．５、又は少なくとも約
３、又は少なくとも約３．５、又は少なくとも約４、又は少なくとも約４．５、又は少な
くとも約５、又は少なくとも約５．５、又は少なくとも約６、又は少なくとも約６．５、
又は少なくとも約７、又は少なくとも約８、又は少なくとも約９、又は少なくとも約１０
、又は少なくとも約１５、又は少なくとも約２０である。
【０１２１】
　各単位個別構造３１５５には、最小底面寸法３１９９を有する底面３１９８が含まれ、
底面３１９８は導光部分３１５０の底面でもある。複数の単位個別構造３１５５は平均最
小底面寸法を有する。平均最小侵入底面寸法は、平均最小底面寸法よりも十分に小さく、
これにより、光学積層体３１３５の有効透過率における損失が全くないか、又はほとんど
ない。例えば、いくつかの場合において、平均最小侵入底面寸法は、平均最小底面寸法の
約２０％未満、又は約１５％未満、又は約１０％未満、又は約９％未満、又は約８％未満
、又は約７％未満、又は約６％未満、又は約５％未満、又は約４％未満、又は約３％未満
、又は約２％未満、又は約１％である。
【０１２２】
　いくつかの場合において、第１光学積層体３１１５と第２光学積層体３１２５との間の
剥離強度は、約２０グラム／インチ（７．９ｇ／ｃｍ）超、又は約２５グラム／インチ（
９．８ｇ／ｃｍ）超、又は約３０グラム／インチ（１１．８ｇ／ｃｍ）超、又は約３５グ
ラム／インチ（１３．８ｇ／ｃｍ）超、又は約４０グラム／インチ（１５．７ｇ／ｃｍ）
超、又は約４５グラム／インチ（１７．７ｇ／ｃｍ）超、又は約５０グラム／インチ（１
９．７ｇ／ｃｍ）超、又は約６０グラム／インチ（２３．６ｇ／ｃｍ）超、又は約７０グ
ラム／インチ（２７．６ｇ／ｃｍ）超、又は約８０グラム／インチ（３１．５ｇ／ｃｍ）
超、又は約９０グラム／インチ（３５．４ｇ／ｃｍ）超、又は約１００グラム／インチ（
３９．４ｇ／ｃｍ）超、又は約１１０グラム／インチ（４３．３ｇ／ｃｍ）超、又は約１
２０グラム／インチ（４７．２ｇ／ｃｍ）超、又は約１３０グラム／インチ（５１．２ｇ
／ｃｍ）超、又は約１４０グラム／インチ（５５．１ｇ／ｃｍ）超、又は約１５０グラム
／インチ（５９．１ｇ／ｃｍ）である。
【０１２３】
　いくつかの場合において、単位個別構造３１５５は、用途に望ましくなり得るように、
任意の方向に沿って延在する線形構造である。例えば、いくつかの場合において、構造３
１５５の線形方向は、反射偏光層３１８０の通過軸に平行であり得る。別の一例として、
いくつかの場合において、構造３１５５の線形方向は、反射偏光層３１８０の通過軸に対
して垂直であり得る。
【０１２４】
　いくつかの場合において、第１及び第２光学積層体それぞれの、２つの隣接する主面の
うち、実質的な部分が、互いに物理的に接触している。例えばそのような場合、第１及び
第２光学積層体それぞれの、２つの隣接する主面のうち、少なくとも５０％、又は少なく
とも６０％、又は少なくとも７０％、又は少なくとも８０％、又は少なくとも９０％が、
互いに物理的に接触している。
【０１２５】
　ランプ３１１５から放射された光３１１６が、ライトガイドの側面３１２７からライト
ガイド３１１０に入り、ｘ方向に沿ってライトガイドの長さにわたって伝搬される。低屈
折率層３１３０は、全内部反射を支援し、及び／又は低屈折率層３１３０と第２光学接着
層３１２０との間の界面３１２２での内部反射を強化することによって、ライトガイド３
１１０内での光の伝搬を促進する。一般に、ライトガイド３１１０には、ライトガイド内
で伝搬される光を抽出して画像形成パネル１９５０の全体方向に向けるための、１つ以上
の手段が含まれる。例えば、いくつかの場合において、ライトガイド３１１０には、光を
抽出するために、いくつかの場合において、ライトガイドの下面３１２４上に配置される
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複数の光抽出素子３１１２が含まれる。別の一例として、いくつかの場合において、ライ
トガイドはウェッジライトガイドであり得る。光抽出素子３１１２は、ＴＩＲ（全内部反
射）を妨害することによって光の抽出ができる任意のタイプの構造であり得る。例えば、
光抽出素子３１１２は凹部又は凸部であり得る。いくつかの場合において、光抽出素子は
、インクジェットなどの印刷、又はスクリーン印刷、又は湿式若しくは乾式エッチングな
どのエッチングによって形成することができる。
【０１２６】
　一般に、例えばライトガイド１９２０及び３１１０などの、本開示のライトガイドは、
用途に望ましくなり得るような任意のタイプのライトガイドであり得る。例えば、いくつ
かの場合において、本開示のライトガイドは、約５００マイクロメートル未満、又は約４
００マイクロメートル未満、又は約３００マイクロメートル未満、又は約２００マイクロ
メートル未満、又は約１００マイクロメートル未満、又は約７５マイクロメートル未満、
又は約５０マイクロメートル未満、又は約２５マイクロメートル未満の厚さを有する薄膜
ライトガイドであり得る。別の一例として、いくつかの場合において、本開示のライトガ
イドは、約０．５ｍｍ超、又は約１ｍｍ超、又は約１．５ｍｍ超、又は約２ｍｍ超の厚さ
を有するプレートライトガイドであり得る。いくつかの場合において、開示のライトガイ
ドは、平行な主面を有するスラブライトガイド、又は非平行の（例えば収束若しくは拡散
する）主面を有するウェッジライトガイドであり得る。いくつかの場合において、開示の
ライトガイドは矩形又は正方形であり得る。いくつかの場合において、開示のライトガイ
ドは実質的に平ら又は曲面であり得る。一般に、開示のライトガイドは、用途に望ましく
なり得るような、光学的に十分に透明な任意の材料で作製し得る。代表的な材料には、ポ
リマー（例えば、ポリカーボネート、アクリル、及びシクロオレフィンポリマー（ＣＯＰ
））及びガラスが挙げられる。
【０１２７】
　第１光学積層体３１１５には更に、光拡散層３１９０が含まれ、これは表面ディフュー
ザー及び／又はバルクディフューザーであり得る。光拡散層３１９０は、光を拡散し、ダ
スト粒子や傷などの欠陥を隠すかマスキングし、及び／又はモアレなどの望ましくない光
学効果が現われるのを低減するのに役立ち得る。いくつかの場合において、光拡散層３１
９０は、本開示の光学層又はフィルムに置き換えることができ、又はこれを含めることが
できる。例えば、いくつかの場合において、光拡散層３１９０は、反射偏光層、又は導光
フィルム４１００若しくは４３００などの導光フィルムに置き換えることができる。その
ような場合、導光フィルム３１９０は第１方向に沿って延在する線形構造を含み得、導光
フィルム３１４０は第２方向に沿って延在する線形単位個別構造を含み得、第１方向と第
２方向との間の角度は、用途に望ましくなり得るような任意の角度であり得る。例えば、
第１方向と第２方向との間の角度は、約９０度、又は約９０度未満、又は約８０度未満、
又は約７０度未満、又は約６０度未満、又は約５０度未満、又は約４０度未満、又は約３
０度未満、又は約２０度未満、又は約１０度未満であり得る。いくつかの場合において、
反射偏光層３１８０は、導光フィルム４１００又は４３００などの導光フィルムに置き換
えることができ、又はこれを含み得る。いくつかの場合において、ディスプレイシステム
３１００は、反射偏光層３１８０と画像形成パネル１９５０との間に、例えば光拡散層３
１９０などの光拡散層は含まない。
【０１２８】
　各単位個別構造３１５５には、主に光を導くための導光部分３１５０と、光学積層体３
１３５の有効透過率を低減することなしに又はほとんど低減することなしに主に第２光学
積層体３１２５を第１光学積層体３１１５にしっかり接着するための接着部分３１６０と
、が含まれる。いくつかの場合において、侵入部分３１５６又は単位個別構造３１５５の
光学接着層３１７０への侵入は、光学積層体３１３５の有効透過率に対して、全く損失を
もたらさないか、又はほとんどもたらさない。例えば、そのような場合において、光学積
層体３１３５の平均有効透過率は、第１光学接着層３１７０に侵入している単位個別構造
がないこと以外同じ光学積層体に比べて、低くないか、又は約２０％以下、又は約１５％
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以下、又は約１０％以下、又は約９％以下、又は約８％以下、又は約７％以下、又は約６
％以下、又は約５％以下、又は約４％以下、又は約３％以下、又は約２％以下、又は約１
％以下だけ低い。
【０１２９】
　いくつかの場合において、単位個別構造３１５５は、ライトガイド３１１０の側面３１
２７に実質的に平行な線形構造であり、側面３１２７は、ランプ３１１５から放射された
光３１１６を受け取るライトガイドの側面である。例えば、そのような場合において、線
形単位個別構造３１５５及び側面３１２７は、ｙ方向に沿って延在し得る。いくつかの場
合において、側面３１２７は一方向（例えばｙ方向）に沿って延在してよく、また線形単
位個別構造は、直交方向（例えばｘ方向）に沿って延在してもよい。
【０１３０】
　一般に、ディスプレイシステム３１００には、図３１には明示されていない任意の追加
の光学層を含めることができる。例えば、いくつかの場合において、ディスプレイシステ
ム３１００には、例えば反射偏光層３１８０と第１光学接着層３１７０との間に、１つ以
上の追加層を含めることができる。別の一例として、いくつかの場合において、ディスプ
レイシステム３１００には、接着層が低屈折率層のボイド内に拡散してボイドを充填する
ことを防ぐために、低屈折率層３１３０と第２光学接着層３１２０との間に配置されるシ
ール層又はバリア層を含めることができる。
【０１３１】
　背面反射板３１０５は、用途に望ましくなり得るような任意の光反射板であり得る。例
えば、いくつかの場合において、背面反射板３１０５は主に鏡面反射板であってよく、又
は主に拡散反射板であってもよい。別の一例として、いくつかの場合において、背面反射
板３１０５は部分的に拡散反射板であり、部分的に鏡面反射板であり得る。いくつかの場
合において、背面反射板３１０５はアルミニウム処理フィルム、銀コーティングフィルム
、又は多層ポリマー反射フィルム（例えば強化鏡面反射板（ＥＳＲ）フィルム（３Ｍ　Ｃ
ｏｍｐａｎｙ、Ｓｔ．Ｐａｕｌ，Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ））であり得る。いくつかの場合に
おいて、背面反射板３１０５は表面ディフューザー及び／又は体積ディフューザーを含め
ることによって、拡散的に光を反射することができる。
【０１３２】
　代表的なディスプレイシステム３１００において、ライトガイド３１１０から抽出され
た光は、ｚ方向のプラス側に沿って、画像形成デバイス１９５０に向かって導かれる。い
くつかの場合において、ライトガイドから抽出された光は、複数の方向に沿って導かれ得
る。例えば、図４９は、ライトガイドから抽出された光の一部をｚ方向のプラス側に沿っ
て導き、抽出された光の別の一部をｚ方向のマイナス側に沿って導く、光学積層体４９０
０の側面概略図である。
【０１３３】
　いくつかの場合において、例えば反射偏光層３１８０などの、本明細書で開示される反
射偏光子は、入射光の一部を反射し、入射光の別の一部を透過する部分的反射層で置き換
えることができる。一般に、反射ビームと透過ビームのそれぞれが、鏡面部分と拡散部分
とを有し得る。例えば、入射光の一部が部分的反射層によって鏡面的に反射され、入射光
の別の一部が部分的反射層によって拡散的に反射され得る。別の一例として、入射光の一
部が部分的反射層によって鏡面的に透過され、入射光の別の一部が部分的反射層によって
拡散的に透過され得る。別の一例として、部分的反射層３１８０は、光を鏡面的に透過し
、光を拡散的に反射することができ、又は光を拡散的に透過し、光を鏡面的に反射するこ
とができる。いくつかの場合において、部分的反射層３１８０は非偏光性部分的反射層で
あり得る。例えば、部分的反射層３１８０は、部分的反射性の金属及び／又は絶縁体層を
含み得る。いくつかの場合において、部分的反射層３１８０は、本明細書で開示される反
射偏光層に類似の、偏光性部分的反射層であり得る。
【０１３４】
　図３２は、ディスプレイシステム３１００に類似のディスプレイシステム３２００の側
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面概略図である。ディスプレイシステム３２００において、反射偏光層３１８０は画像形
成パネル１９５０の上に配置されてこれに接着されており、光拡散層３１９０は第１光学
接着層３１７０上に配置されている。ディスプレイシステム３２００内の光学積層体３２
１０には、第２光学接着層３１２０、第２光学接着層の上に配置された低屈折率層３１３
０、低屈折率層の上に配置され複数の単位個別構造３１５５を含む導光フィルム３１４０
、及び導光フィルムの上に配置された第１光学接着層３１７０が含まれる。各単位個別構
造の部分３１５６は光学接着層３１７０内に侵入しており、また各単位個別構造の部分３
１５７は光学接着層３１７０内に侵入していない。各単位個別構造３１５５は、侵入深さ
３１７２と、単位個別構造の侵入部分と非侵入部分との間の界面３１６２での侵入底面３
１５８と、を画定する。侵入底面３１５８は最小寸法３１５９を有する。複数の単位個別
構造３１５５は、平均侵入深さ及び平均最小寸法を有する。平均侵入深さの平均最小寸法
に対する比は、少なくとも約１．２、又は少なくとも約１．３、又は少なくとも約１．４
、又は少なくとも約１．５、又は少なくとも約１．６、又は少なくとも約１．８、又は少
なくとも約２、又は少なくとも約２．５、又は少なくとも約３、又は少なくとも約３．５
、又は少なくとも約４、又は少なくとも約４．５、又は少なくとも約５、又は少なくとも
約５．５、又は少なくとも約６、又は少なくとも約６．５、又は少なくとも約７、又は少
なくとも約８、又は少なくとも約９、又は少なくとも約１０、又は少なくとも約１５、又
は少なくとも約２０である。
【０１３５】
　いくつかの場合において、侵入部分３１５６又は単位個別構造３１５５の光学接着層３
１７０への侵入は、光学積層体３２１０の有効透過率に対して、全く損失をもたらさない
か、又はほとんどもたらさない。例えば、そのような場合において、光学積層体３２１０
の平均有効透過率は、第１光学接着層３１７０に侵入している単位個別構造がないこと以
外同じ光学積層体に比べて、低くないか、又は約２０％以下、又は約１５％以下、又は約
１０％以下、又は約９％以下、又は約８％以下、又は約７％以下、又は約６％以下、又は
約５％以下、又は約４％以下、又は約３％以下、又は約２％以下、又は約１％以下だけ低
い。
【０１３６】
　各単位個別構造３１５５には、最小底面寸法３１９９を有する底面３１９８が含まれる
。複数の単位個別構造３１５５は平均最小底面寸法を有する。平均最小侵入底面寸法は、
平均最小底面寸法よりも十分に小さく、これにより、光学積層体３２１０の有効透過率に
おける損失が全くないか、又はほとんどない。例えば、いくつかの場合において、平均最
小侵入底面寸法は、平均最小底面寸法の約２０％未満、又は約１５％未満、又は約１０％
未満、又は約９％未満、又は約８％未満、又は約７％未満、又は約６％未満、又は約５％
未満、又は約４％未満、又は約３％未満、又は約２％未満、又は約１％である。
【０１３７】
　いくつかの場合において、導光フィルム３１４０と表面又は第１光学接着層３１７０と
の間の剥離強度は、約２０グラム／インチ（７．９ｇ／ｃｍ）超、又は約２５グラム／イ
ンチ（９．８ｇ／ｃｍ）超、又は約３０グラム／インチ（１１．８ｇ／ｃｍ）超、又は約
３５グラム／インチ（１３．８ｇ／ｃｍ）超、又は約４０グラム／インチ（１５．７ｇ／
ｃｍ）超、又は約４５グラム／インチ（１７．７ｇ／ｃｍ）超、又は約５０グラム／イン
チ（１９．７ｇ／ｃｍ）超、又は約６０グラム／インチ（２３．６ｇ／ｃｍ）超、又は約
７０グラム／インチ（２７．６ｇ／ｃｍ）超、又は約８０グラム／インチ（３１．５ｇ／
ｃｍ）超、又は約９０グラム／インチ（３５．４ｇ／ｃｍ）超、又は約１００グラム／イ
ンチ（３９．４ｇ／ｃｍ）超、又は約１１０グラム／インチ（４３．３ｇ／ｃｍ）超、又
は約１２０グラム／インチ（４７．２ｇ／ｃｍ）超、又は約１３０グラム／インチ（５１
．２ｇ／ｃｍ）超、又は約１４０グラム／インチ（５５．１ｇ／ｃｍ）超、又は約１５０
グラム／インチ（５９．１ｇ／ｃｍ）超である。
【０１３８】
　いくつかの場合において、主に光を導くが再利用はしないよう設計されている導光フィ
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ルムを、低屈折率層を介してライトガイドに接着することができる。例えば、図５０はデ
ィスプレイシステム５０００の側面概略図であり、これには、光学接着層２０６０及び低
屈折率層３１３０を介してライトガイド１９２０にラミネートされている図２２の導光フ
ィルム２２１０が含まれている。いくつかの場合において、導光フィルム２２１０は、図
５０には明示されていない光学接着層を介して、画像形成デバイス１９５０にラミネート
することができる。
【０１３９】
　低屈折率層３１３０は、結合材中に分散した複数のボイドを含む任意の光学層であり得
る。例えば、低屈折率層３１３０は、米国特許出願第６１／１６９４６６号「Ｏｐｔｉｃ
ａｌ　Ｆｉｌｍ」（代理人整理番号第６５０６２ＵＳ００２号、２００９年４月１５日出
願）、及び米国特許出願第６１／１６９５２１号「Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔ
ｉｏｎ　ａｎｄ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｉｎｇ　Ｓａｍ
ｅ」（代理人整理番号第６５３５４ＵＳ００２号、２００９年４月１５日出願）に記載の
光学層であり得る。別の一例として、低屈折率層３１３０は、米国特許出願第６１／２５
４６７６号「Ｖｏｉｄｅｄ　Ｄｉｆｆｕｓｅｒ」（代理人整理番号第６５８２２ＵＳ００
２号、２００９年１０月２４日出願）；米国特許出願第６１／２５４，２４３号「Ｏｐｔ
ｉｃａｌ　Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｏｆ　Ｍａｋｉｎｇ　ｔ
ｈｅ　Ｓａｍｅ」（代理人整理番号第６５６１９ＵＳ００２号、２００９年１０月２３日
出願）に記載の光学層であってよく、当該特許の開示は参照によりこれらの全体が本明細
書に組み込まれる。
【０１４０】
　本開示の光学接着層（例えば、光学接着層２０６０、３０２５、３１２０及び３１７０
）は、用途に望ましくなり得るように、任意の光学接着剤であってよく、又はこれを含み
得る。代表的な光学接着剤には、感圧性接着剤（ＰＳＡ）、感熱性接着剤、溶媒－揮発性
接着剤、及びＵＶ硬化性接着剤（例えばＮｏｒｌａｎｄ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉｎｃ．か
ら入手可能なＵＶ硬化性光学接着剤など）が挙げられる。代表的なＰＳＡには、天然ゴム
系、合成ゴム系、スチレンブロックコポリマー系、アクリル（メタクリル）ブロックコポ
リマー系、ポリビニルエーテル系、ポリオレフィン系、及びポリアクリレート（メタクリ
レート）系のものが挙げられる。本明細書で使用される場合、アクリル（メタクリル）（
又はアクリレート（メタクリレート））は、アクリル類とメタクリル類の両方を指す。他
の代表的なＰＳＡとしては、アクリレート（メタクリレート）、ゴム、熱可塑性エラスト
マー、シリコーン、ウレタン、及びこれらの組み合わせが挙げられる。いくつかの場合に
おいて、ＰＳＡは、アクリル（メタクリル）ＰＳＡ又は少なくとも１つのポリアクリレー
ト（ポリメタクリレート）に基づくものである。代表的なシリコーンＰＳＡには、ポリマ
ー又はゴム、及び任意選択による粘着性樹脂が挙げられる。他の代表的なシリコーンＰＳ
Ａには、ポリジオルガノシロキサンポリオキサミド及び任意選択による粘着剤が挙げられ
る。
【０１４１】
　いくつかの場合において、本明細書で開示される光学接着層は、構造用接着剤であって
よく、又はこれを含み得る。一般に、有用な構造用接着剤には、硬化して強い接着結合を
形成する反応性材料が含まれる。構造用接着剤は（例えば、２液型のエポキシ接着剤のよ
うに）混合の際に又は（例えば、シアノアクリレート接着剤のように）空気への曝露の際
に自ら硬化可能であるが、熱若しくは放射線（例えば、紫外線）の適用によって硬化を引
き起こしてもよい。好適な構造用接着剤の例としては、エポキシ、アクリレート、シアノ
アクリレート、ウレタンなどが挙げられる。
【０１４２】
　いくつかの場合において、本開示の光学接着層は、例えば米国特許第３，６９１，１４
０号、同第４，１６６，１５２号、同第４，９６８，５６２号、同第４，９９４，３２２
号、同第５，２９６，２７７号、及び同第５，３６２，５１６号に記載されるもののよう
な除去可能な接着剤であってよく、当該特許の開示は参照によりそれらの全体が本明細書
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に組み込まれる。フィルムを基材に接着するための「除去可能な接着剤」という語句は、
基材を損傷せずに又はフィルムから基材への過度な粘着剤の転写を呈さずに、基材からの
フィルムの便利な手による除去を可能にする接着剤を意味する。
【０１４３】
　いくつかの場合において、本開示の光学接着層は、例えば米国特許第６，１９７，３９
７号、米国特許出願公開第２００７／００００６０６号、及びＰＣＴ国際公開特許ＷＯ　
００／５６５５６号に記載されるもののような、再使用可能な及び／又は再配置可能な接
着剤であってよく、当該特許の開示は参照によりこれらの全体が本明細書に組み込まれる
。フィルムを基材に接着するための「再使用可能な接着剤」又は「再配置可能な接着剤」
という語句は、（ａ）基材を損傷せずに又はフィルムから基材への過度な粘着剤の転写を
呈さずに、基材からのフィルムの便利な手による除去を可能にした状態で、基材へのフィ
ルムの一時的でしっかりとした取り付けを提供し、（ｂ）次に、例えば、別の基材上での
フィルムのその後の再使用を可能にする接着剤を意味する。
【０１４４】
　いくつかの場合において、本開示の光学接着層は光学的に拡散性であり得る。そのよう
な場合、光学接着層は、光学接着剤中に分散された複数の粒子を含むことによって、光拡
散性であってよく、その場合、粒子と光学接着剤とは異なる屈折率を有する。２つの屈折
率の不一致は、光散乱を引き起こす可能性がある。いくつかの場合において、本開示の光
学接着剤は連続層であり得る。いくつかの場合において、本開示の光学接着層は模様配置
であり得る。
【０１４５】
　いくつかの場合において、導光フィルム内のいくつかの個別構造は接着部分と導光部分
を有してよく、他のいくつかの個別構造は接着部分を有さずに導光部分だけを有してもよ
い。例えば、図３３は導光フィルム３３００の側面概略図であり、これには基材３３１０
の上に配置された複数の第１単位個別構造３３２０と複数の第２単位個別構造３３３０と
が含まれる。単位個別構造３３２０には、主に導光フィルムを表面に接着するために設計
された接着部分３３４０と、主に光を導くよう設計され夾角３３５５を有する導光部分３
３５０と、が含まれる。個別構造３３３０は接着部分を含まず、プリズム性であり頂角３
３６５を有する導光部分３３６０のみを含む。いくつかの場合において、頂角３３６５と
夾角３３５５は実質的に等しくてよく、例えば、約９０度であり得る。一般に、単位個別
構造は本明細書で開示される任意の単位個別構造であってよく、個別構造３３３０は、光
を導くことができる任意の個別構造であり得る。いくつかの場合において、単位個別構造
３３２０と個別構造３３３０とは、例えばｙ方向などの、同じ方向に沿って延在する線形
構造であり得る。代表的な導光フィルム３３００において、個別構造の列は、単位個別構
造３３２０と個別構造３３３０との間で交互に配置される。一般に、単位個別構造３３２
０と個別構造３３３０のそれぞれが、用途に望ましくなり得るように、任意の模様又は配
列を形成することができる。例えば、個別構造３３２０と３３３０は、規則的（例えば周
期的）な模様、又は不規則（例えばランダム）な模様を形成し得る。
【０１４６】
　図３４は、光学接着層３４２０を介して表面３４１０にラミネートされた導光フィルム
３３００を含む光学積層体３４００の側面概略図である。単位個別構造３３２０の接着部
分３３４０は少なくとも部分的に光学接着層３４２０に侵入し、導光フィルム３３００と
表面３４１０との間のしっかりした固定を提供する。代表的な光学積層体３４００におい
て、個別構造３３３０は光学接着層に侵入していないが、ただし、いくつかの場合におい
て、少なくともいくつかの個別構造３３３０の一部分が、光学接着層に侵入していてもよ
い。導光フィルム３３００には、十分な数の接着部分３３４０が含まれ、導光フィルム３
３００と表面３４１０との間に十分な接着を提供する。同時に、接着部分３３４０の数又
は密度は、光学積層体３４００の光学ゲイン又は有効透過率の損失がないか、又は損失を
非常に少なくするよう、十分に低い。
【０１４７】
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　本明細書で開示される代表的なディスプレイシステム（例えば、図１９のディスプレイ
システム１９００又は図３１のディスプレイシステム３１００）は、「エッジライト方式
」ディスプレイを示している。エッジライト方式ディスプレイにおいて、１つ以上のラン
プ（例えば、図３１のランプ３１１５）は、ディスプレイのエッジ又は側面（例えば、側
面３１２７）に沿い、ディスプレイの出力又は画面（例えば、画面３１８２）の外側に配
置され、ディスプレイの画面は、観察者１９９０に対して情報が表示される領域である。
ランプから放射された光（例えば、光３１１６）は、通常、ライトガイド（例えば、ライ
トガイド３１１０）に入り、ここで光を拡散し、ディスプレイの画面に向けて光を再誘導
する。ダイレクトライト方式において、１つ以上のランプ、又はランプ配列は、ディスプ
レイシステムの様々な層の主面（例えば、出力面３１８２）の真後ろに直接配置される。
例えば、図４８はディスプレイシステム４８００の側面概略図であり、これはディスプレ
イ１９００と類似であるが、ただし、ディスプレイシステム４８００はダイレクトライト
方式ディスプレイであり、ディスプレイシステムの様々な層の主面の後ろに配置される複
数のランプ４８１０を含む。具体的には、ランプ４８１０は、ディスプレイシステム４８
００又は画像形成パネル１９５０の画面４８３０の真後ろに直接配置される。ランプ４８
１０は、画像形成パネルに向けて光４８２０を放射する。いくつかの場合において、所望
による層１９３５には、光４８２０を拡散しランプ４８１０を隠すための光拡散層が含ま
れ得る。別の一例として、図５１はディスプレイシステム５１００の側面概略図であり、
これはディスプレイシステム３１００と類似であるが、ただし、ランプ３１１５は、ライ
トガイド３１１０に光５１２０を放射する複数のランプ５１１０に置き換えられており、
これらはライトガイド内に形成された凹部５１３０の中に収納されている。
【０１４８】
　一般に、本開示の光学積層体（例えば、光学積層体３０００、３１３５及び３２１０）
の導光フィルムは、単位構造を有していてもよく、また有していなくともよい。例えば、
図３１を参照し、いくつかの場合において、構造３１５５は複合構造であってもよい。例
えばそのような場合において、接着部分３１６０は導光部分３１５０と検出可能な界面を
形成し得る。
【０１４９】
　いくつかの場合において、単位個別構造の一部だけが、接着部分を含む。例えば図３５
は、ｙ方向に延在する線形の単位個別構造３５００の３次元概略図であり、これには導光
部分３５２０の上に配置された複数の個別接着部分３５１０が含まれる。接着部分３５１
０及び導光部分３５２０は、本明細書で開示される任意の接着部分及び導光部分であり得
る。各接着部分３５１０には、最小寸法３５５０を有する底面３５３０が含まれる。各接
着部分は更に、最大高さ３５４０を有する。接着部分３５１０の密度は十分に高く、最大
高さ３５４０の最小寸法３５５０に対する比は十分に大きく、最小寸法３５５０は十分に
小さくすることにより、接着部分は、単位個別構造と表面との間に十分な接着を提供し、
同時に、単位個別構造又はその単位個別構造に関連する導光フィルムの有効透過率の損失
が全くないか、又は非常に少なくなるようにすることができる。一般に、接着部分３５１
０は、用途に望ましくなり得るように、任意の分布又は配列を形成することができる。例
えば、いくつかの場合において、接着部分３５１０は、導光フィルム内で不規則に（例え
ば、ランダムに）配列することができる。
【０１５０】
　いくつかの場合において、表面に対する接着部分の接着を強化するため、単位個別構造
の接着部分の側面及び／又は上面の少なくとも一部分を構造化する（例えば、粗くする）
ことができる。例えば図３６は、ｙ方向に延在する線形の単位個別構造３６００の３次元
概略図であり、これには導光部分３６２０の上に配置された接着部分３６１０が含まれる
。接着部分の側面３６３０及び上面３６４０は粗くされ、これにより表面に対する接着部
分の接着が改善される。導光部分３６２０には滑らかな側面３６５０が含まれ、これによ
り効率的な光誘導又は再利用が提供される。
【０１５１】
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　有効透過率（ＥＴ）は、図３７に側面概略図で示すような光学システム３７００を使用
して測定することができる。光学システム３７００は、光軸３７５０の中心に配置され、
放射面、つまり出射面３７１２を通ってランバート光３７１５を放射する中空のランバー
トライトボックス３７１０と、光３７１５を偏光するための線形光吸収偏光子３７２０と
、光検出器３７３０と、を含む。光箱３７１０は、光ファイバー３７７０によって光箱の
内部３７８０と接続された安定化された広帯域光源３７６０によって光照射される。光学
システムの測定対象である試験サンプル３７０５のＥＴは、ライトボックスと線形吸収偏
光子との間の位置３７４０に配置される。
【０１５２】
　試験サンプル３７０５は、本明細書で開示される任意の導光フィルム又は光学積層体で
あり得る。例えば、試験サンプル３７０５は、ｙ方向に沿って延在する複数の線形単位個
別構造１５０を有する導光フィルム１００であり得る。導光フィルム１００のＥＴは、単
位個別構造１５０を光検出器側に向け、第２主面１２０をライトボックス側に向けた状態
で、位置３７４０に導光フィルムを配置することによって測定できる。次に、スペクトル
重み付けされた軸方向輝度Ｉ１（光軸３７５０に沿った輝度）を、直線吸収性偏光子を通
じ、光検出器によって測定する。次に、導光フィルム１００を取り外し、導光フィルムが
位置３７４０に配置されていない状態で、スペクトル重み付けされた輝度ｌ２を測定する
。ＥＴは、比ｌ１／ｌ２である。ＥＴ０は、線形単位個別構造１５０が線形吸収偏光板３
７２０の偏光軸に対して平行な方向に沿って延在している場合の有効透過率であり、ＥＴ
９０は、線形単位個別構造１５０が線形吸収偏光板の偏光軸に対して垂直な方向に沿って
延在している場合の有効透過率である。平均実効透過率（ＥＴＡ）は、ＥＴ０とＥＴ９０
との平均である。
【０１５３】
　本明細書で開示される有効透過率値は、検出器３７３０としてＥＰＰ２０００スペクト
ロメーター（ＳｔｅｌｌａｒＮｅｔ　Ｉｎｃ、Ｔａｍｐａ、ＦＬから入手可能）を使用し
て測定された。このスペクトロメーターは、Ｖｉｓ－ＮＩＲ光ファイバーケーブル（Ｆ　
１０００－Ｖｉｓ－ＮＩＲとしてＳｔｅｌｌａｒＮｅｔ　Ｉｎｃ、Ｔａｍｐａ、ＦＬから
入手可能）を介してコリメーターレンズに接続した。コリメーターレンズには、レンズチ
ューブ（ＳＭ１Ｌ３０としてＴｈｏｒｌａｂｓ，Ｎｅｗｔｏｎ，ＮＪから入手可能）及び
平凸レンズ（ＬＡ１１３１としてＴｈｏｒｌａｂｓ，Ｎｅｗｔｏｎ，ＮＪから入手可能）
が含まれる。コリメーターレンズは、検出器で約５ｍｍの焦点スポットサイズを生じた。
検出器３７３０は光軸３７５０に沿って向けられた。線形吸収偏光器３７２０（Ｍｅｌｌ
ｅｓ　Ｇｒｉｏｔ　０３　ＦＰＧ　００７、ＣＶＩ　Ｍｅｌｌｅｓ　Ｇｒｉｏｔ、Ａｌｂ
ｕｑｕｅｒｑｕｅ、ＮＭから入手可能）は回転ステージに取り付けた。位置３７４０は、
ランバートライトボックス３７１０の放射表面３７１２に隣接していた。ライトボックス
は６面の矩形固体であり、およその寸法は１２．５ｃｍ×１２．５ｃｍ×１１．５ｃｍで
、厚さ約０．６ｍｍの拡散ＰＴＦＥプレートから作製された。ライトボックスは、可視光
で放射表面３７１２で測定したときに、約８３％の平均全拡散反射率を有していた。光源
３７６０と光ファイバー３７７０は、光ファイバー束に取り付けられた安定化広帯域白熱
光源であった（Ｆｏｓｔｅｃ　ＤＣＲ－ＩＩＩと、直径１ｃｍファイバー束延長線、Ｓｃ
ｈｏｔｔ　Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａ、Ｓｏｕｔｈｂｒｉｄｇｅ　ＭＡから入手可能）
。
【０１５４】
　本明細書で報告される剥離強度は、ＩＭＡＳＳ　ＳＰ－２０００テスター（ＩＭＡＳＳ
　Ｉｎｃ．、Ａｃｃｏｒｄ、ＭＡから入手可能）を使用して測定された。幅約２．５４ｃ
ｍ×長さ約２０．３ｃｍの試験ストリップ（下側プリズム導光フィルムを備えた光学積層
体）を、試験ストリップの長さ方向に延在する下側導光フィルムの線形プリズムを備え、
調製した。この試験ストリップを、幅２．５４ｃｍのＳｃｏｔｃｈ両面テープ（Ｓｃｏｔ
ｃｈ　６６５、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ、Ｓｔ．Ｐａｕｌ、ＭＮから入手可能）を使用して
テスタープラットフォームに接着した。テスターは、１８０度剥離力を測定するよう設定
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した。試験ストリップは、下側プリズムフィルムの平面側（プリズム構造の反対側）がテ
スタープラットフォームに接着され、上側フィルムが力バランスに固定された。ロードセ
ル容量は、１０ｌｂ－ｆｔ（１３．６ｎｔ－ｍ）であった。剥離力は、１２ｉｎ／ｍｉｎ
（３０．５ｃｍ／ｍｉｎ）の速度で測定された。初期遅延２秒後に、データが取得された
。１０秒間の試験時間にわたる測定値を平均した。各試験ストリップについて、最低２回
連続の１０秒間測定を行い、値を平均した。
【０１５５】
　本明細書で開示される導光フィルム（例えば、導光フィルム１００）は、例えば、ダイ
ヤモンド切削ツールなどの切削ツールを最初に製造することによって、製造され得る。次
に切削ツールを使用して、マイクロ複製ツールで、望ましい単位個別構造（例えば、線形
単位個別構造）を作製した。次にマイクロ複製ツールを使用して、その構造を材料又は樹
脂（例えば、ＵＶ硬化性樹脂又は熱硬化性樹脂）にマイクロ複製し、導光フィルムを得た
。マイクロ複製は、任意の好適な製造方法によって達成でき、例えばＵＶ成型と硬化、押
出成型、射出成型、エンボス、又はその他の既知の方法によって達成できる。
【０１５６】
　図３８は、マイクロ複製ツールを作製するのに使用できる代表的な切削ツール（例えば
、ダイヤモンド切削ツール３８００）の３次元概略図である。切削ツール３８１０は、突
入方向３８３０に沿って、望ましくかつ所定の深さで作業片内に突入するよう設計されて
いる。次に、この切削ツールは例えば、切削ツールを望ましくかつ所定の切削方向３８４
０に動かすことによって、線形単位個別構造を切削することができる。いくつかの場合に
おいて、方向３８４０は全体に、作業片の主面に対して平行である。切削ツール３８００
には、作業片内への切削ツールの突入を先導するための上面３８２０と、切削方向３８４
０に沿って作業片内で切削ツールが動く際に、望ましい輪郭で切削を行うための切削表面
３８１０と、が含まれる。いくつかの場合において、切削表面３８１０は平面的であり、
ｘｚ平面内であり得る。そのような場合、上面３８２０は、これにより上面が切削との干
渉を起こさないよう、ｘｙ平面に対して凹んでいてもよい。切削ツール３８００及び類似
ツールは、例えば、米国特許第７，１４０，８１２号に記述されている集束イオンビーム
加工装置を用いて製造することができ、当該特許の開示は参照によりこれらの全体が本明
細書に組み込まれる。
【０１５７】
　図４５は、本明細書で開示されるプロセスにより作製されたダイヤモンド切削ツールの
代表的な走査型電子顕微鏡写真（ＳＥＭ）である。このダイヤモンド切削ツールは、マイ
クロ複製ツール内で線形構造を切削するよう設計されている切削表面４５０５を有してい
た。これで複製を行うと、本明細書で開示される線形単位個別構造がもたらされる。切削
表面４５０５には、単位個別構造の導光部分を作製するための下部分４５１０と、単位個
別構造の接着部分を作製するための上部分４５３０と、が含まれた。下部分４５１０は、
夾角４５２５をなす２つの相対する側面４５２０を有し、この角度は約８８．４度であっ
た。上部分４５３０は、９０度近くの夾角を画定する２つの相対する側面と、図２８の凹
部２８７０に類似の凹部を有する上面４５５０と、を有していた。上部分４５３０は長さ
約６．４マイクロメートル、幅約３．１マイクロメートルであった。
【０１５８】
　本明細書で開示される導光フィルムと光学積層体は、輝度を増加させ、別個の構成部品
又は層の数を低減し、全体の厚さを低減するために望ましいような、任意の用途に採用す
ることができる。代表的な用途には、テレビ、コンピュータモニタ、プロジェクター、携
帯型ビデオプレーヤーなどの携帯型ディスプレイ、及び携帯電話などの手持ち式デバイス
が挙げられる。他の代表的な用途には、例えば大型テレビなどの大型ディスプレイ、及び
携帯電話ディスプレイなどの小型ディスプレイが挙げられる。他の代表的な用途には、画
像若しくは情報の表示のためのディスプレイ、又は一般的な照明光学システムが挙げられ
る。
【０１５９】
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　本開示の導光フィルム、光学積層体、及び工学システムの利点のいくつかは、下記の実
施例によって更に説明される。この実施例で列挙される特定の材料、量及び寸法、並びに
他の条件及び詳細は、本発明を不当に制限するものと解釈されるべきではない。
【０１６０】
　実施例において、屈折率は、Ｍｅｔｒｉｃｏｎ　Ｍｏｄｅｌ　２０１０　Ｐｒｉｓｍ　
Ｃｏｕｐｌｅｒ（Ｍｅｔｒｉｃｏｎ　Ｃｏｒｐ．、Ｐｅｎｎｉｎｇｔｏｎ、ＮＪから入手
可能）を使用して測定されたものである。
【実施例】
【０１６１】
　（実施例Ａ）：
　導光フィルム３９００（図３９に側面概略図が示されている）が作製された。マイクロ
複製ツールは、例えば、米国特許公開第２００９／００４１５５３号に概説及び記述され
ているプロセスを使用して作製された。当該特許の開示は参照によりその全体が本明細書
に組み込まれる。マイクロ複製ツールは次に、例えば、米国特許第５，１７５，０３０号
に概説及び記述されているプロセスを使用して、導光フィルムを作製するのに使用された
。当該特許の開示は参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。導光フィルム３９０
０には、基材３９１０の上に配置された構造化層３９２０が含まれた。基材３９１０はＰ
ＥＴで製造され、厚さ約２９マイクロメートル、屈折率約１．６５を有していた。構造化
層３９２０には、ｙ方向（ウェブ横断方向）に沿って延在する複数の線形プリズム３９３
０が含まれていた。各プリズム３９３０の頂角３９４０は、約９０度であった。プリズム
はｘ方向に沿って約２４マイクロメートルのピッチＰ１を有していた。直線プリズムの屈
折率は約１．５６であった。導光フィルム３９００は、約１．６７の平均有効透過率ＥＴ
Ａを有していた。
【０１６２】
　（実施例Ｂ）：
　基材４０００（図４０に側面概略図が示されている）が提供された。基材４０００はＰ
ＥＴで製造され、厚さ約５０マイクロメートル、屈折率約１．６５を有していた。基材４
０００は、約１．０２の平均有効透過率ＥＴＡを有していた。
【０１６３】
　（実施例Ｃ）：
　導光フィルム４１００（図４１に側面概略図が示されている）が作製された。導光フィ
ルム４１００は、Ｖｉｋｕｉｔｉ（商標）ＢＥＦ－ＲＰ－ＩＩ　９０／２４ｒであった。
これはプリズム表面を有する輝度強化反射偏光子であり、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．
Ｐａｕｌ、Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ）から入手可能である。導光フィルム４１００には、反射
偏光子４１１０の上に配置された構造化層４１２０が含まれていた。反射偏光子４１１０
は、約９６マイクロメートルの厚さを有していた。構造化層４１２０には、ｙ方向に沿っ
て延在する複数の線形プリズム４１３０が含まれていた。各プリズム４１３０の頂角４１
４０は、約９０度であった。プリズムはｘ方向に沿って約２４マイクロメートルのピッチ
Ｐ２を有していた。直線プリズムの屈折率は約１．５８であった。導光フィルム４１００
は約２．４２の平均有効透過率ＥＴＡを有していた。
【０１６４】
　（実施例Ｄ）：
　反射偏光子４２００（図４２に側面概略図が示されている）が作製された。反射偏光子
４２００は、Ｖｉｋｕｉｔｉ（商標）反射偏光子（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕ
ｌ、Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ）から入手可能）であった。反射偏光子４２００は、厚さ約９６
マイクロメートル、平均有効透過率ＥＴＡ約１．７３を有していた。
【０１６５】
　（実施例Ｅ）：
　導光フィルム４３００（図４３に側面概略図が示されている）が作製された。導光フィ
ルム４３００は、Ｖｉｋｕｉｔｉ（商標）ＴＢＥＦ３であった。これはプリズム表面を有
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する輝度強化フィルムであり、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ、Ｍｉｎｎｅｓｏ
ｔａ）から入手可能である。
【０１６６】
　導光フィルム４３００には、基材４３１０の上に配置された構造化層４３２０が含まれ
た。基材４３１０はＰＥＴで製造され、厚さ約２９マイクロメートル、屈折率約１．６５
を有していた。構造化層４３２０には、ｙ方向に沿って延在する複数の線形プリズム４３
３０が含まれていた。各プリズム４３３０の頂角４３４０は、約９０度であった。プリズ
ムは、ｘ方向に沿って約２４マイクロメートルのピッチＰ３を有していた。プリズムは１
４本目ごとに、他のプリズムよりもわずかに高くされた。最も高いプリズムと最も低いプ
リズムとの間の最大の高さ差Ｓ１は、約２マイクロメートルであった。直線プリズムの屈
折率は約１．５６であった。導光フィルム４３００は、約１．６５の平均有効透過率ＥＴ
Ａを有していた。
【０１６７】
　（実施例Ｆ）：
　導光フィルム４４００（図４４に側面概略図が示されている）が作製された。導光フィ
ルム４４００は、導光フィルム３３００に類似であり、第１の複数線形単位個別構造４４
２０と、第２の複数線形対称個別構造４４６０を有していた。構造４４２０及び４４６０
は、ｙ方向に沿って延在し、基材４４１０上に配置された。基材４４１０はＰＥＴで製造
され、厚さ約２９マイクロメートル、屈折率約１．６５を有していた。構造４４２０及び
４４６０の屈折率は、約１．５６であった。各単位個別構造には、主に導光フィルムを表
面に接着するために設計された接着部分４４３０が含まれ、これは、主に光を導き再利用
するために設計された導光部分４４４０の上に配置された。個別構造４４６０には接着部
分は含まれず、主に光を導き再利用するために設計された。単位個別構造４４２０は、個
別構造４４６０と交互に配置された。
【０１６８】
　各接着部分４４３０には、ｘｙ平面（導光フィルムの平面）と角ω１をなす２つの相対
する側面４４３２が含まれ、この角度は約８５～９０度であった。各接着部分は底面４４
３４を有し、最小底面寸法ｔ２は約０．９（±０．２）マイクロメートル、最大高さｔ１

は約３．４（±０．２）マイクロメートルであった。各接着部分には更に、曲面又は丸い
上面が含まれ、これは最小の上面寸法ｔ３が約０．９（±０．２）マイクロメートルであ
った。
【０１６９】
　各導光部分４４２０には、ｘｙ平面（導光フィルムの平面）と角ω２をなす２つの相対
する側面４４２２が含まれ、この角度は約４５度であった。各導光部分は底面４４４４を
有し、最小底面寸法ｔ５は約２４マイクロメートル、最大高さｔ４は約１１．９マイクロ
メートルであった。導光フィルム４４００は約１．６５の平均有効透過率ＥＴＡを有して
いた。
【０１７０】
　（実施例Ｇ）：
　接着剤溶液が調製された。接着剤溶液には次の構成成分が含まれた：（ａ）感圧接着剤
（２９．３９ｇ、固形成分２６％、ＲＤ２７３９として３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐ
ａｕｌ，ＭＮ）から入手可能）、（ｂ）脂肪族ウレタンジアクリレート（１．８４ｇ、固
形成分１００％、ＣＮ９６４としてＳａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｅｘｔｏｎ、Ｐ
Ａ）から入手可能）、（ｃ）トリプロピレングリコールジアクリレート（３．６９ｇ、固
形成分１００％、ＳＲ３０６としてＳａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能）、
（ｄ）トルエン（１５．１５ｇ、固形成分０％、Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｍｉ
ｌｗａｕｋｅｅ、ＷＩ）から入手可能）、（ｅ）メタノール（１０．８１ｇ、固形成分０
％、Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｏｍｐｎａｙから入手可能）、（ｆ）酢酸エチル（３７．７６ｇ
、固形成分０％、Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能）、（ｇ）光開始剤（０
．１４ｇ、固形成分１００％、Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯとしてＢＡＳＦ（Ｃｈａｒｌｏｔ
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ｔｅ、ＮＣ）から入手可能）、（ｈ）光開始剤（０．１６ｇ、固形成分１００％、Ｉｒｇ
ａｃｕｒｅ　９０７としてＣｉｂａ（Ｔａｒｒｙｔｏｗｎ、ＮＹ）から入手可能）、及び
ポリビニルカプロラクタム（０．４７７ｇ、固形成分４０％、Ｌｕｖｉｓｋｏｌ　Ｐｌｕ
ｓとしてＢＡＳＦから入手可能）。
【０１７１】
　（実施例Ｈ）：
　実施例Ｇの接着剤溶液をコーティングするためのコーティングプロセスが開発された。
接着剤溶液は、Ｎｏ．８又はＮｏ．２０のメイヤーロッド（ＲＤ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅ
ｓ（Ｗｅｂｓｔｅｒ、ＮＹ）から入手可能）を使用して、上側フィルムの基材の平面側に
コーティングされた。Ｎｏ．８メイヤーロッドの湿潤接着剤層厚さは、約９マイクロメー
トルであった。Ｎｏ．２０メイヤーロッドの湿潤接着剤層厚さは、約２６マイクロメート
ルであった。次にコーティングを６０℃で約２．５分間乾燥させ、乾燥した光学接着層を
得た。Ｎｏ．８メイヤーロッドについては、光学接着層の厚さは約１．０マイクロメート
ル（±０．２マイクロメートル）であった。Ｎｏ．２０メイヤーロッドについては、光学
接着層の厚さは約３．０マイクロメートル（±０．２マイクロメートル）であった。乾燥
厚さ値は、ＴｒａｎＳｐｅｃスペクトロメーター及び光源（Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｓｐｅｃｔ
ｒｏｓｃｏｐｙ（Ａａｌｅｎ　Ｇｅｒｍａｎｙ）から入手可能）を使用して測定した。次
に、３０ショアＡ硬度のゴム製ハンドローラーを０．５ｌｂｆ／ｉｎ（０．８８Ｎ／ｃｍ
）で用いて、上側フィルムを下側フィルムにラミネートした。結果として得られたラミネ
ートされた光学積層体を、次に、Ｆｕｓｉｏｎベルトプロセッサー（Ｆｕｓｉｏｎ　ＵＶ
　Ｓｙｓｔｅｍｓ（Ｇａｉｔｈｅｒｓｂｕｒｇ　ＭＤ）から入手可能）を用いて、６０ｆ
ｔ／ｍｉｎ（１８．３ｍ／ｍｉｎ）で、下側フィルムから硬化させた。ＵＶ照射量は、９
２０ｍＪ／ｃｍ２（ＵＶ－Ａ）、３７５ｍＪ／ｃｍ２（ＵＶ－Ｂ）、及び４３ｍＪ／ｃｍ
２（ＵＶ－Ｃ）であった。この照射量は、ＵＶ　ＰｏｗｅｒＰｕｃｋ　ＩＩ（ＥＩＴ　Ｉ
ｎｃ．（Ｓｔｅｒｌｉｎｇ　ＮＹ）から入手可能）を用いて測定された。
【０１７２】
　（実施例Ｉ）：
　接着剤溶液が調製された。接着剤溶液には次の構成成分が含まれた：（ａ）感圧接着剤
（２９．１１ｋｇ、固形成分２６％、ＲＤ２７３９として３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．
Ｐａｕｌ，ＭＮ）から入手可能）、（ｂ）脂肪族ウレタンジアクリレート（１．７５ｋｇ
、固形成分１００％、ＣＮ９６４としてＳａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｅｘｔｏｎ
、ＰＡ）から入手可能）、（ｃ）トリプロピレングリコールジアクリレート（３．５５ｋ
ｇ、固形成分１００％、ＳＲ３０６としてＳａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可
能）、（ｄ）トルエン（２４．０６ｋｇ、固形成分０％、Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｏｍｐａｎ
ｙ（Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ、ＷＩ）から入手可能）、（ｅ）メタノール（１７．２１、固形
成分０％、Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｏｍｐｎａｙから入手可能）、（ｆ）酢酸エチル（５９．
３８ｋｇ、固形成分０％、Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能）、（ｇ）光開
始剤（０．２７ｋｇ、固形成分１００％、Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯとしてＢＡＳＦ（Ｃｈ
ａｒｌｏｔｔｅ、ＮＣ）から入手可能）、（ｈ）光開始剤（０．２７ｋｇ、固形成分１０
０％、Ｉｒｇａｃｕｒｅ　９０７としてＣｉｂａ（Ｔａｒｒｙｔｏｗｎ、ＮＹ）から入手
可能）、及びポリビニルカプロラクタム（０．４８ｋｇ、固形成分４０％、Ｌｕｖｉｓｋ
ｏｌ　ＰｌｕｓとしてＢＡＳＦから入手可能）。
【０１７３】
　（実施例Ｊ）：
　実施例Ｉの接着剤溶液をコーティングするためのコーティングプロセスが開発された。
接着剤溶液は、スロットタイプのコーティングダイを使用して、上側フィルムの基材の平
面側にコーティングされた。コーティング幅は５０．８ｃｍ、コーティングプロセスのウ
ェブ速度は１８．３ｍ／ｍｉｎであった。溶液は、Ｚｅｎｉｔｈギヤポンプを使用してあ
らかじめ計量し、毎分４００立方センチメートルの流量で供給した。湿潤接着剤層の厚さ
は約４３マイクロメートルであった。次にコーティングを６５．６℃で約２．５分間乾燥
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させ、厚さ約３．５マイクロメートルの乾燥した光学接着層を得た。乾燥厚さ値は、Ｔｒ
ａｎＳｐｅｃスペクトロメーター及び光源（Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ
（Ａａｌｅｎ　Ｇｅｒｍａｎｙ）から入手可能）を使用して測定した。上側フィルムは、
ゴム製ニップロール（６０ショアＡ硬度）とスチール製ロールとの間で、ニップ力１．８
ｌｂｆ／ｉｎ（３．２Ｎ／ｃｍ）で、下側フィルムにラミネートした。このラミネートを
もう一度、第２のゴム製ニップロール（６０ショアＡ硬度）と温度管理されたＵＶバック
アップロールとの間でニップした。ＵＶラミネーターのニップ力は４．８ｌｂｆ／ｉｎ（
８．４Ｎ／ｃｍ）であった。結果として得られたラミネートされた光学積層体を、「Ｄ」
電球を備えたＦｕｓｉｏｎ　Ｆ６００光源（Ｆｕｓｉｏｎ　ＵＶ　Ｓｙｓｔｅｍｓ（Ｇａ
ｉｔｈｅｒｓｂｕｒｇ　ＭＤ）から入手可能）を用いて硬化した。ラミネートされた光学
積層体は、温度制御されたＵＶバックアップロール上で、１８．３ｍ／ｍｉｎの速度で、
下側フィルムから硬化された。ＵＶバックアップロールの温度設定は、４３．４℃であっ
た。ＵＶ照射量は、９９３ｍＪ／ｃｍ２（ＵＶ－Ａ）、３１２ｍＪ／ｃｍ２（ＵＶ－Ｂ）
、及び２９ｍＪ／ｃｍ２（ＵＶ－Ｃ）であった。この照射量は、ＵＶ　ＰｏｗｅｒＰｕｃ
ｋ（ＥＩＴ　Ｉｎｃ．（Ｓｔｅｒｌｉｎｇ　ＮＹ）から入手可能）を用いて測定された。
【０１７４】
　（実施例１Ａ）：
　光学積層体が、実施例Ｅの導光フィルム４３００上に、実施例Ａの別の導光フィルム３
９００を配置することによって作製された。上の導光フィルムの平面側が、下の導光フィ
ルムの構造側に面していた。各導光フィルム４３００は幅約２２．９ｃｍ及び長さ３０．
５ｃｍであった。２枚のフィルムの線形プリズムは、直交する方向に沿って延在した。２
枚の導光フィルムを接着する光学接着層はなかった。光学積層体のＥＴＡは約２．５１で
あった。
【０１７５】
　（実施例１Ｂ）：
　実施例１Ａの光学積層体に類似であるが、ただし２枚の導光フィルムが厚さ１マイクロ
メートルの光学接着層を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって互いに接着された
、光学積層体が作製された。結果として得られた光学積層体は、剥離強度約３４ｇ／ｉｎ
（１３．４ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．３９であった。
【０１７６】
　（実施例１Ｃ）：
　実施例１Ａの光学積層体に類似であるが、ただし２枚の導光フィルム４３００が厚さ３
マイクロメートルの光学接着層を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって互いに接
着された、光学積層体が作製された。結果として得られた光学積層体は、剥離強度約３９
ｇ／ｉｎ（１５．４ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．０１であった。
【０１７７】
　（実施例２Ａ）：
　光学積層体が、実施例Ｆの導光フィルム４４００上に、実施例Ａの導光フィルム３９０
０を配置することによって作製された。上の導光フィルムの平面側が、下の導光フィルム
の構造側に面していた。２枚のフィルムの線形プリズムは、直交する方向に沿って延在し
た。２枚の導光フィルムを接着する光学接着層はなかった。光学積層体のＥＴＡは約２．
４５であった。
【０１７８】
　（実施例２Ｂ）：
　実施例２Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ１マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム３９００が下の導光フ
ィルム４４００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学
積層体は、剥離強度約２８ｇ／ｉｎ（１１．０ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．３７であっ
た。
【０１７９】
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　（実施例２Ｃ）：
　実施例２Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ３マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム３９００が下の導光フ
ィルム４４００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学
積層体は、剥離強度約４９ｇ／ｉｎ（１９．３ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．３８であっ
た。
【０１８０】
　（実施例２Ｄ）：
　実施例２Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ３．５マイクロメートルの光学接
着層を挟んで実施例Ｊに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム３９００が下の導
光フィルム４４００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた
光学積層体は、剥離強度約７９．９ｇ／ｉｎ（３１．５ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．３
２であった。
【０１８１】
　（実施例２Ｅ）：
　実施例２Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ３．５マイクロメートルの光学接
着層を挟んで実施例Ｊに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム４３００が下の導
光フィルム４４００にラミネートされ、ただし上のフィルムの基材の平面側に最初に１．
５Ｊ／ｃｍ２の照射量で窒素コロナ処理を行った、光学積層体が作製された。結果として
得られた光学積層体は、剥離強度約１００．６ｇ／ｉｎ（３９．６ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡ
は約２．３１であった。
【０１８２】
　図４７は、プリズムが主にプリズムを隣接表面に接着するために設計された部分を有し
ていない実施例１Ｂ～１Ｃと、一本おきのプリズムが、主に単位個別構造を隣接表面に接
着するために設計された接着部分を含んでいる単位個別構造である実施例２Ｂ～２Ｅと、
の剥離強度に対するＥＴＡである。実施例２Ｂ～２Ｅでは、剥離強度は顕著に増加し、Ｅ
ＴＡの低下は全くないか、又はほとんどない。これに対して明らかに、実施例１Ｂ～１Ｃ
では、剥離強度がわずかに増加しただけでも、ＥＴＡの顕著な低下が生じている。
【０１８３】
　（実施例３Ａ）：
　光学積層体が、実施例Ｅの導光フィルム４３００上に、実施例Ｂの基材４０００を配置
することによって作製された。各フィルムは幅約２２．９ｃｍ及び長さ３０．５ｃｍであ
った。２枚の光フィルムを接着する光学接着層はなかった。光学積層体のＥＴＡは約１．
６１であった。
【０１８４】
　（実施例３Ｂ）：
　実施例３Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ１マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の基材４０００が下の導光フィルム４
３００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学積層体は
、剥離強度約２６ｇ／ｉｎ（１０．２ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約１．５５であった。
【０１８５】
　（実施例３Ｃ）：
　実施例３Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ３マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の基材４０００が下の導光フィルム４
３００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学積層体は
、剥離強度約３２ｇ／ｉｎ（１２．６ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約１．３７であった。
【０１８６】
　（実施例４Ａ）：
　光学積層体が、実施例Ｆの導光フィルム４４００上に、実施例Ｂの基材４０００を配置
することによって作製された。各フィルムは幅約２２．９ｃｍ及び長さ３０．５ｃｍであ
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った。２枚の光フィルムを接着する光学接着層はなかった。光学積層体のＥＴＡは約１．
６１であった。
【０１８７】
　（実施例４Ｂ）：
　実施例４Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ１マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の基材４０００が下の導光フィルム４
４００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学積層体は
、剥離強度約２１ｇ／ｉｎ（８．３ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約１．５８であった。
【０１８８】
　（実施例４Ｃ）：
　実施例４Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ３マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の基材４０００が下の導光フィルム４
４００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学積層体は
、剥離強度約３０ｇ／ｉｎ（１１．８ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約１．５８であった。
【０１８９】
　（実施例５Ａ）：
　光学積層体が、実施例Ｅの導光フィルム４３００上に、実施例Ｃの導光フィルム４１０
０を配置することによって作製された。上の導光フィルムの平面側が、下の導光フィルム
の構造側に面していた。各導光フィルムは、幅約２２．９ｃｍ及び長さ３０．５ｃｍであ
った。２枚のフィルムの線形プリズムは、直交する方向に沿って延在した。２枚の導光フ
ィルムを接着する光学接着層はなかった。光学積層体のＥＴＡは約３．０６であった。
【０１９０】
　（実施例５Ｂ）：
　実施例５Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ１マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム４１００が下の導光フ
ィルム４３００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学
積層体は、剥離強度約３７ｇ／ｉｎ（１４．６ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．８４であっ
た。
【０１９１】
　（実施例５Ｃ）：
　実施例５Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ３マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム４１００が下の導光フ
ィルム４３００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学
積層体は、剥離強度約１０６ｇ／ｉｎ（４１．７ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．５１であ
った。
【０１９２】
　（実施例６Ａ）：
　光学積層体が、実施例Ｆの導光フィルム４４００上に、実施例Ｃの導光フィルム４１０
０を配置することによって作製された。上の導光フィルムの平面側が、下の導光フィルム
の構造側に面していた。各導光フィルムは、幅約２２．９ｃｍ及び長さ３０．５ｃｍであ
った。２枚のフィルムの線形プリズムは、直交する方向に沿って延在した。２枚の導光フ
ィルムを接着する光学接着層はなかった。光学積層体のＥＴＡは約３．０７であった。
【０１９３】
　（実施例６Ｂ）：
　実施例６Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ１マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム４１００が下の導光フ
ィルム４４００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学
積層体は、剥離強度約３７ｇ／ｉｎ（１４．６ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．９３であっ
た。
【０１９４】
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　（実施例６Ｃ）：
　実施例６Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ３マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム４１００が下の導光フ
ィルム４４００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学
積層体は、剥離強度約８８ｇ／ｉｎ（３４．６ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．８２であっ
た。図４６は、接着部分４６２０と導光部分４６３０とを含む単位個別構造４６１０の代
表的なＳＥＭである。接着部分４６２０は光学接着層４６４０内に部分的に侵入している
。接着部分４６２０は高さ約３マイクロメートル、幅約１マイクロメートルである。
【０１９５】
　（実施例７Ａ）：
　光学積層体が、実施例Ｅの導光フィルム４３００上に、実施例Ａの導光フィルム３９０
０を配置することによって作製された。上の導光フィルムの平面側が、下の導光フィルム
の構造側に面していた。各導光フィルムは、幅約２２．９ｃｍ及び長さ３０．５ｃｍであ
った。２枚のフィルムの線形プリズムは、直交する方向に沿って延在した。２枚の導光フ
ィルムを接着する光学接着層はなかった。光学積層体のＥＴＡは約２．３５であった。
【０１９６】
　（実施例７Ｂ）：
　実施例７Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ１マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム３９００が下の導光フ
ィルム４３００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学
積層体は、剥離強度約３７ｇ／ｉｎ（１４．６ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．２４であっ
た。
【０１９７】
　（実施例７Ｃ）：
　実施例７Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ３マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム３９００が下の導光フ
ィルム４３００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学
積層体は、剥離強度約９０ｇ／ｉｎ（３５．４ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約１．９７であっ
た。
【０１９８】
　（実施例８Ａ）：
　光学積層体が、実施例Ｆの導光フィルム４４００上に、実施例Ａの導光フィルム３９０
０を配置することによって作製された。上の導光フィルムの平面側が、下の導光フィルム
の構造側に面していた。各導光フィルムは、幅約２２．９ｃｍ及び長さ３０．５ｃｍであ
った。２枚のフィルムの線形プリズムは、直交する方向に沿って延在した。２枚の導光フ
ィルムを接着する光学接着層はなかった。光学積層体のＥＴＡは約２．３６であった。
【０１９９】
　（実施例８Ｂ）：
　実施例８Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ１マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム３９００が下の導光フ
ィルム４４００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学
積層体は、剥離強度約３３ｇ／ｉｎ（１３．０ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．３３であっ
た。
【０２００】
　（実施例８Ｃ）：
　実施例８Ａの光学積層体に類似であるが、ただし厚さ３マイクロメートルの光学接着層
を挟んで実施例Ｈに記述の接着プロセスによって上の導光フィルム３９００が下の導光フ
ィルム４４００にラミネートされた、光学積層体が作製された。結果として得られた光学
積層体は、剥離強度約６４ｇ／ｉｎ（２５．２ｇ／ｃｍ）及びＥＴＡは約２．２９であっ
た。
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【０２０１】
　項目１．第１光学積層体であって、
　第１光学接着層と、
　第１光学接着層の上に配置され、第１偏光状態の光を実質的に反射し、第１偏光状態に
対して直交する第２偏光状態の光を実質的に透過する、反射偏光層と、を含む、第１光学
積層体と、
　第２光学積層体であって、
　第２光学接着層と、
　第２光学接着層の上に配置され、結合材内に分散した複数のボイドを含む、低屈折率層
と、
　低屈折率層の上に配置されて、複数の一体個別構造を含む導光フィルムと、を含む、第
２光学積層体と、を含み、一体個別構造それぞれの一部分が第１光学接着層に侵入し、一
体個別構造それぞれの一部分が第１光学接着層に侵入しておらず、各一体個別構造が、侵
入深さと、一体個別構造の侵入部分と非侵入部分との間の界面での侵入底面と、を画定し
、侵入底面は最小侵入底面寸法を有し、複数の一体個別構造が、平均侵入深さ及び平均最
小侵入底面寸法を有し、平均侵入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比が少なくとも１
．５であり、第１光学積層体と第２光学積層体との間の剥離強度が約３０グラム／インチ
（１１．８ｇ／ｃｍ）超である、光学積層体。
【０２０２】
　項目２．第１及び第２光学積層体それぞれの２つの隣接する主面のうち、実質的な部分
が、互いに物理的に接触している、項目１の光学積層体。
【０２０３】
　項目３．第１及び第２光学積層体それぞれの２つの隣接する主面のうち、少なくとも５
０％が、互いに物理的に接触している、項目２の光学積層体。
【０２０４】
　項目４．第１及び第２光学積層体それぞれの２つの隣接する主面のうち、少なくとも７
０％が、互いに物理的に接触している、項目２の光学積層体。
【０２０５】
　項目５．第１及び第２光学積層体それぞれの２つの隣接する主面のうち、少なくとも９
０％が、互いに物理的に接触している、項目２の光学積層体。
【０２０６】
　項目６．低屈折率層の有効屈折率が約１．３以下である、項目１の光学積層体。
【０２０７】
　項目７．低屈折率層の有効屈折率が約１．２５以下である、項目１の光学積層体。
【０２０８】
　項目８．低屈折率層の有効屈折率が約１．２以下である、項目１の光学積層体。
【０２０９】
　項目９．低屈折率層の有効屈折率が約１．１５以下である、項目１の光学積層体。
【０２１０】
　項目１０．低屈折率層の有効屈折率が約１．０５以下である、項目１の光学積層体。
【０２１１】
　項目１１．低屈折率層の光学ヘイズが約５％以下である、項目１の光学積層体。
【０２１２】
　項目１２．低屈折率層の光学ヘイズが約４％以下である、項目１の光学積層体。
【０２１３】
　項目１３．低屈折率層の光学ヘイズが約３％以下である、項目１の光学積層体。
【０２１４】
　項目１４．低屈折率層の光学ヘイズが約２％以下である、項目１の光学積層体。
【０２１５】
　項目１５．低屈折率層の光学ヘイズが約１％以下である、項目１の光学積層体。
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【０２１６】
　項目１６．低屈折率層の光学ヘイズが約１０％以上である、項目１の光学積層体。
【０２１７】
　項目１７．低屈折率層の光学ヘイズが約２０％以上である、項目１の光学積層体。
【０２１８】
　項目１８．低屈折率層の光学ヘイズが約３０％以上である、項目１の光学積層体。
【０２１９】
　項目１９．低屈折率層の光学ヘイズが約４０％以上である、項目１の光学積層体。
【０２２０】
　項目２０．低屈折率層の光学ヘイズが約５０％以上である、項目１の光学積層体。
【０２２１】
　項目２１．低屈折率層が、約１マイクロメートル以上の厚さを有する、項目１の光学積
層体。
【０２２２】
　項目２２．低屈折率層が、約２マイクロメートル以上の厚さを有する、項目１の光学積
層体。
【０２２３】
　項目２３．低屈折率層が、複数の粒子を含む、項目１の光学積層体。
【０２２４】
　項目２４．低屈折率層が、結合材内に分散した、相互に連結した複数のボイドを含む、
項目１の光学積層体。
【０２２５】
　項目２５．
　ライトガイドと、
　ライトガイドの上に配置され、接着された項目１の光学積層体と、を含む、照明システ
ムであって、低屈折層が、全内部反射と、強化された内部反射のうち、いずれか一方によ
ってライトガイド内での光の伝搬を促進する、照明システム。
【０２２６】
　項目２６．ライトガイドが、全内部反射によってライトガイド内で伝搬する光をライト
ガイドから抽出するための、複数の光抽出素子を含む、項目２５の照明システム。
【０２２７】
　項目２７．第１光学積層体が、反射偏光層上に配置された光拡散層を更に含む、項目１
の光学積層体。
【０２２８】
　項目２８．
　画像形成パネルと、
　背面反射板と、
　画像形成パネルと背面反射板との間に配置された項目１の光学積層体と、を含む、ディ
スプレイシステム。
【０２２９】
　項目２９．第１光学接着層に侵入している一体個別構造がないこと以外同じ構造を有す
る光学積層体に比べて、低くないか、又は約１０％以下だけ低い平均有効透過率を有する
、項目１の光学積層体。
【０２３０】
　項目３０．第１光学接着層に侵入している一体個別構造がないこと以外同じ構造を有す
る光学積層体に比べて、低くないか、又は約５％以下だけ低い平均有効透過率を有する、
項目１の光学積層体。
【０２３１】
　項目３１．平均侵入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比が少なくとも２である、項
目１の光学積層体。
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【０２３２】
　項目３２．平均侵入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比が少なくとも３である、項
目１の光学積層体。
【０２３３】
　項目３３．平均侵入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比が少なくとも４である、項
目１の光学積層体。
【０２３４】
　項目３４．平均侵入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比が少なくとも５である、項
目１の光学積層体。
【０２３５】
　項目３５平均侵入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比が少なくとも７である、項目
１の光学積層体。
【０２３６】
　項目３６．平均侵入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比が少なくとも１０である、
項目１の光学積層体。
【０２３７】
　項目３７．各一体個別構造が底面及び最小底面寸法を有し、複数の一体個別構造が平均
最小底面寸法を有し、平均最小侵入底面寸法が、平均最小底面寸法の約１０％未満である
、項目１の光学積層体。
【０２３８】
　項目３８．平均最小侵入底面寸法が、平均最小底面寸法の約８％未満である、項目３７
の光学積層体。
【０２３９】
　項目３９．平均最小侵入底面寸法が、平均最小底面寸法の約６％未満である、項目３７
の光学積層体。
【０２４０】
　項目４０．平均最小侵入底面寸法が、平均最小底面寸法の約５％未満である、項目３７
の光学積層体。
【０２４１】
　項目４１．平均最小侵入底面寸法が、平均最小底面寸法の約４％未満である、項目３７
の光学積層体。
【０２４２】
　項目４２．平均最小侵入底面寸法が、平均最小底面寸法の約３％未満である、項目３７
の光学積層体。
【０２４３】
　項目４３．
　第１光学接着層と、
　第１光学接着層の上に配置され、結合材内に分散した複数のボイドを含む、低屈折率層
と、
　低屈折層の上に配置され、複数の一体個別構造を含む、導光フィルムと、
　導光フィルムの上に配置された第２光学接着層と、を含む、光学積層体であって、一体
個別構造それぞれの一部分が第２光学接着層に侵入し、一体個別構造それぞれの一部分が
第２光学接着層に侵入しておらず、各一体個別構造が、侵入深さと、一体個別構造の侵入
部分と非侵入部分との間の界面での侵入底面と、を画定し、侵入底面は最小侵入底面寸法
を有し、複数の一体個別構造が、平均侵入深さ及び平均最小侵入底面寸法を有し、平均侵
入深さの平均最小侵入底面寸法に対する比が少なくとも１．５であり、導光フィルムと第
２光学接着層との間の剥離強度が約３０グラム／インチ（１１．８ｇ／ｃｍ）超である、
光学積層体。
【０２４４】
　項目４４．第２光学接着層に侵入している一体個別構造がないこと以外同じ構造を有す
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、項目４３の光学積層体。
【０２４５】
　項目４５．各一体個別構造が底面及び最小底面寸法を有し、複数の一体個別構造が平均
最小底面寸法を有し、平均最小侵入底面寸法が、平均最小底面寸法の約１０％未満である
、項目４３の光学積層体。
【０２４６】
　項目４６．
　全内部反射によってライトガイド層内に光を伝搬させるためのライトガイド層と、
　ライトガイド層内に配置された複数の個別光抽出素子と、を含み、個別光抽出素子はそ
れぞれ、ライトガイド層内で全内部反射によって伝搬された光を、ライトガイド層から抽
出するために、部分的にライトガイド層内に埋め込まれている、ライトガイド。
【０２４７】
　項目４７．複数の個別光抽出素子内の個別光抽出素子それぞれは、ライトガイド層内に
埋め込まれていない部分を有する、項目４６のライトガイド。
【０２４８】
　項目４８．複数の個別光抽出素子内の各個別光抽出素子の屈折率が、ライトガイド層の
屈折率とは異なる、項目４６のライトガイド。
【０２４９】
　項目４９．複数の個別光抽出素子内の各個別光抽出素子の屈折率が、ライトガイド層の
屈折率に等しい、項目４６のライトガイド。
【０２５０】
　項目５０．ライトガイド層上に配置され、複数の個別光抽出素子を含んだ、光学フィル
ムを含む、項目４６のライトガイド。
【０２５１】
　本明細書で用いるとき、「垂直」、「水平」、「上」、「下」、「上方」、「下方」「
左」、「右」、「上部」及び「底部」、「時計回り」及び「逆時計回り」、並びに他の同
様の用語は、図で示されるような相対的位置を指す。広くは、物理的実施形態は異なる配
向を有することができ、その場合、用語は、装置の実際の配向に修正された相対位置を意
味することを意図している。例えば、図３８の画像が、図の向きと比較して逆である場合
でも、表面３８２０は依然として、「上部」主面であると見なされる。
【０２５２】
　上記に引用した全ての特許、特許出願及び他の刊行物を、それらがあたかも完全に再現
されたものとして本明細書に援用するものである。本発明の様々な態様の説明を容易にす
るために本発明の特定の実施例を上記に詳細に説明したが、本発明は、それら実施例の詳
細に限定されるものではないことを理解すべきである。むしろ添付の「特許請求の範囲」
により規定されるように本発明の趣旨及び範囲内にある全ての変形例、実施形態及び代替
例を全て網羅しようとするものである。
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